
日交研シリーズ A−910 
 
 

自動車損害賠償責任保険と被害者支援あらたな賦課金導入と
交通政策における交通事故被害者救済の在り方 

自動車損害賠償責任保険と被害者支援 

-付加賦課金導入と交通政策における交通事故被害者救済の在り方- 

に関する研究プロジェクト 

２０２５年１０月  
 
 
 

公益社団法人日本交通政策研究会 

 



1.  “日交研シリーズ”は、公益社団法人 日本交通政策研究会の実施するプロジェクトの研究

成果、本研究会の行う講演、座談会の記録、交通問題に関する内外文献の紹介、等々を印刷

に付して順次刊行するものである。 

2. シリーズは A より E に至る 5 つの系列に分かれる。 

シリーズ A は、本研究会のプロジェクトの成果である書き下ろし論文を収める。 

シリーズ B は、シリーズ A に対比して、より時論的、啓蒙的な視点に立つものであり、折

にふれ、重要な問題を積極的にとりあげ、講演、座談会、討論会、その他の方法によってと

りまとめたものを収める。 

シリーズ C は、交通問題に関する内外の資料、文献の翻訳、紹介を内容とする。 

シリーズ D は、本研究会会員が他の雑誌等に公けにした論文にして、本研究会の研究調査

活動との関連において復刻の価値ありと認められるもののリプリントシリーズである。 

シリーズ E は、本研究会が発表する政策上の諸提言を内容とする。 

3. 論文等の内容についての責任はそれぞれの著者に存し、本研究会は責任を負わない。 

4. 令和 2 年度以前のシリーズは印刷及び送料実費をもって希望の向きに頒布するものとする。 

 

 

公益社団法人日本交通政策研究会 

代表理事  山  内  弘  隆 

同    原  田     昇 

 

 

 

 

 

令和2年度以前のシリーズの入手をご希望の向きは系列番

号を明記の上、下記へお申し込み下さい。 

 

〒102-0073 東京都千代田区九段北 1-12-6 

守住ビル 4 階 

公益社団法人日本交通政策研究会 

電話（03）3263-1945（代表） 

Fax （03）3234-4593 

E-Mail:office@nikkoken.or.jp 

 



日交研シリーズ A-910 

令和 5 年度共同研究プロジェクト 

「自動車損害賠償責任保険と被害者支援-付加賦課金導入と交通政策における交通事故被害者救済の

在り方-に関する研究プロジェクト」 

刊行：2025 年 10 月 

 
自動車損害賠償責任保険と被害者支援 

あらたな賦課金導入と交通政策における交通事故被害者救済の在り方 
Compulsory Auto Liability Insurance and Assist for traffic Victims 

-Introduction of new levy and the ideal way to provide relief for victims of traffic accidents in 
transport policy-  

 

主査：福田弥夫（元日本大学危機管理学部教授 

現八戸学院地域連携研究センター教授） 

Yasuo Fukuda 

 

要 旨 

 昭和 30 年に制定された自動車損害賠償保障法は、わが国の戦後の交通政策の中で重要な

役割を果たしてきた。特に、加害者に十分な資力がないために、泣き寝入りせざるを得ない

交通事故被害者の存在は、モータリゼーションの発達に対する大きな妨げとなる危険性も有

していた。しかし、強制保険制度の導入により、被害者に対する基本的な保障は確保された。

ノーロス・ノープロフィットの、政府再保険制度によって運営された自賠責保険は、昭和 46

年前後から、運用益が出現し始め、これを活用するものとしての被害者保護増進等の各種事

業が実施された。平成 13 年の改正に際し、政府再保険は廃止され、被害者保護等増進事業は

それまでの累積運用益を基金として運用し、実施するものとされた。しかし、一般会計へ貸

し出していた運用益の繰戻しは進まず、ようやく再開したものの充分ではなく、被害者保護

増進事業の継続性に不安が生じた。これを解決する方策として、自賠責保険料の中に新たな

賦課金を導入することになったが、この賦課金が効果的かつ効率的に被害者保護増進等事業

に用いられているかについては、継続的なチェックが必要であり、事業の選定もまたきちん

とした評価制度の下で行われる必要がある。 
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１．はじめに1 

自動車損害賠償保障法（以下自賠法）は、自動車の運行によって人の生命又は身体が害さ

れた場合における損害賠償を保障する制度を確立することにより、被害者の保護を図り、合

わせて自動車運送の健全なる発展に資することを目的として（自賠法第 1 条）、昭和 30 年に

制定され2、その後数度の改正を経て現在に至っている3。自賠法によって自動車事故の損害

賠償制度が確立されたが、自動車による人身事故の場合の損害賠償責任を適正にするための

措置（第 2 章）と、その損害賠償を被害者のために補償する部分に関する部分（第 3 章ない

し第 5 章）の 2 つから構成されていた。すなわち、自動車損害賠償責任保険及び共済（以下

自賠責保険）を基本とする運行供用者の賠償責任を維持・確保すると同時に、保障事業によ

ってひき逃げ及び無保険車による自動車事故の被害者を保護するという、二つの柱の下で被

害者の保護を図ることとしていた。 

制定以来 2 度目の大規模な法改正となった令和 4 年の自動車損害賠償保障法だが、改正さ

れた第 71 条は以下のように規定している。 

「政府は、この法律の規定により、自動車事故対策事業として次条第一項に規定する自動車

 
1 本報告書は、2023 年 12 月に出版された『交通事故賠償における補償・救済システムの現状と課題-
伊藤文夫先生・溝辺克己先生追悼論文集-』（保険毎日新聞社、2023 年 12 月）に掲載した私の論文「自

賠責保険と交通事故被害者の救済-令和 4 年改正と新たな賦課金導入を中心に-」における研究をも

とに、本プロジェクトでの研究会の成果及び新たな資料などを付加して執筆したものである。 
2 昭和 30 年 7 月 29 日制定、昭和 31 年 2 月 1 日に施行された自賠法は、60 年以上経過した現在におい

ても、交通事故被害者の救済システムとしていささかの揺るぎもなく存在している。現在とは全く

異なる交通事情などの中で、長年の風雪に耐えるシステムを考案した先達たちの先見の明に驚くば

かりである。 
3 これまでの主な改正としては、昭和 41 年（原動機付自転車を対象に追加、保険期間内の保険金額改

定の場合の措置、自動車損害賠償責任共済の新設）、昭和 45 年（国や地方公共団体等の自動車をそ

の対象に追加、自家保障制度の廃止）、平成 7 年（消費生活協同組合等の責任共済事業の参入にあた

り、保険会社と組合の間の条件の同一化を図る措置の新設）、平成 13 年（政府再保険制度の廃止、

死亡事案等に係る支出については国に届ける等による保険金等の支払のための適正化のための措置

の新設、保険金等の支払いに係る紛争の解決のための中立公正な第三者機関による紛争処理制度の

新設、特別会計の名称変更及びその勘定の改編等）、そして令和 4 年（附加賦課金の導入による被害

者支援事業等の恒久化、指定紛争処理機構による手続き促進のための、調停による時効の完成猶予

及び訴訟手続の中心の特例の新設等）がある。なお、昭和 31 年から令和 4 年までの改正の概要につ

いては、国土交通省物流・自動車局保障制度参事官室『逐条解説自動車損害賠償保障法』（3 訂版、

ぎょうせい、令和 5 年）13 頁以下参照。 
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損害賠償保障事業及び第 77 条の 2 第 1 項に規定する被害者保護増進等事業を行う」。このよ

うに、本則において自賠法の中に被害者保護増進等事業が書き込まれたが、これは被害者保

護のうえで大きな進歩であったといえる。もっとも、この被害者保護増進等事業は、令和 4

年改正によって新たに開始されることになった事業ではない。それではこれまでの被害者保

護増進等事業の位置づけはどうであったかというと、自賠法の本則ではなく、自賠法の付則 4

により、有限である積立金を財源として、「当分の間」実施するものとされていたのである。

この改正によって、被害者の保護増進又は自動車事故の発生防止の対策に関する事業は、い

わば恒久的かつ安定的に実施することとなった。すなわち、令和 4 年改正前は、運行供用者

の賠償責任を維持・確保と、保障事業による自動車事故の被害者を保護という、二つの柱の

下で被害者の保護を図ることとしていたが、令和 4 年の改正によって、これら二つに加えて、

新たに設けられる賦課金を財源とした被害者保護増進等事業5を自賠法の本則の中で行うこ

ととなり、新たな三つ目の柱が加わることとなった。 

制定後 70 年を経過した自賠法であるが、この法制度が交通事故被害者の救済はもとより、

わが国の交通政策や産業政策そして経済の発展に大きく寄与したことは言うまでもない。現

在でもその骨格部分に大規模な改正は必要とせず6、交通事故被害者の救済のために揺るぐこ

となく存在していることは驚きでもある。自賠法の立法に参画した人々が、その制定当時、

現在の日本社会における自動車交通の発展と日本の自動車産業の隆盛、そして我が国の経済

成長をどれほど予測してこの自賠法を制定したのか興味深いところである。 

本研究では、自賠責保険の誕生から被害者保護増進等事業の歴史的経緯などを時系列的に

遡り、自賠法の改正経緯及び被害者保護増進等事業の歴史的発展を検討する。さらに、令和

 
4 平成 13 年法 83 号附則の 4 は、国土交通大臣は、被害者の保護の増進を図るとともに、自動車事故

の発生の防止に資するため、当分の間、自動車損害賠償保障法及び自動車損害賠償責任再保険特別

会計法の一部を改正する法律（平成 13 年法律第 83）附則第 4 条第 4 項の規定により特別会計に関

する法律附則第 66 条条第 17 号の規定による廃止前の自動車損害賠償保障事業特別会計法（昭和 30
年法律第 134 号）附則第 15 項の規定による読替え後の同法附則第 3 項に規定する自動車事故対策勘

定に帰属した資産で特別会計に関する法律附則第 227 条第 4 項の規定により自動車損害賠償保障事

業特別会計の自動車事故対策勘定に帰属したもので同法附則第 228 条第 8 項の規定により自動車安

全特別会計の自動車事故対策勘定に帰属した資産を充てて行う被害者の保護の増進又は自動車事故

の発生の防止の対策に関する計画（以下「自動車事故対策計画」という。）を作成し、又は変更する

ものとする。以上のように規定していた。 
5 本稿では、被害者保護増進等事業のうち、被害者支援事業を検討対象とし、事故防止事業については

直接の検討対象とはしないことをあらかじめお断りしておく。 
6 平成 13 年の再保険制度廃止は、運用制度の面からは大改正ではあったが、自賠法 3 条による賠償責

任と強制保険による賠償能力の確保、そして政府保障事業によるひき逃げおよび無保険車の事故の

被害者の保護は維持されている。 



 

3 

4 年の改正に至る背景を検討し、賦課金導入によって自賠法の柱に新たな被害者保護増進事

業が本則に加えられたことの意義を検討し、交通事故被害者救済のあり方を考えることとす

る。 
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２．自賠責保険の制定経過と保障事業 

2.1 自賠法の制定過程7 

自賠法制定の過程を簡単に振り返ってみよう。昭和 30 年に制定された自賠法の制定準備

は、自動車関係団体、損害保険協会、学識経験者、関係官庁その他の参集を得て、自動車損

害賠償制度を調査研究する協議会が運輸省自動車交通局に設置され、昭和 27 年末に検討が

始まったとされる8。このような検討会を設けて自賠法の制定が急がれた理由は、交通事故状

況の悪化にあった。昭和 21 年から昭和 30 年までの状況は表 1 の通りである。 

 

表1 昭和21年から昭和30年までの交通事故件数・死者数・負傷者数・自動車台数9 

年次 件数 死者数 負傷者数 自動車台数 

昭和 21 12,504 4,409 12,655 166,647 

22 17,778 4,565 16,852 188,211 

23 21,341 3,848 17,609 233,113 

24 25,113 3,790 20,242 312,288 

25 33,212 4,202 25,450 387,543 

26 41,423 4,429 31,274 502,803 

27 58,487 4,696 43,321 715,215 

28 80,019 5,544 59,280 1,025,894 

29 93,869 6,374 72,390 1,311,781 

30 93,981 6,379 76,501 1,463,749 

 

昭和 21 年には 16 万 6,647 台であった自動車台数であるが、昭和 23 年には 20 万台、昭和

26 年に 50 万台、そして昭和 28 年には 100 万台を超えている。交通事故件数はというと、昭

 
7 自賠法の制定経過については、吉野衛「自賠法の立法過程」現代損害賠償法講座第 3 巻（日本評論

社、昭和 47 年）3 頁以下に詳しい。 
8 運輸省自動車局における検討は、昭和 25 年頃からスタートしたとされている。自動車保障研究会（運

輸省自動車局監修）『自動車損害賠償保障法の解説』交通毎日新聞社、昭和 30 年）7 頁、国土交通省

物流・自動車局保障制度参事官室・前掲注（3）4 頁以下 
9 この数値は、警察庁交通局「平成 29 年中の交通事故の発生状況」2 頁（平成 30 年 2 月 15 日） 

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/koutsuu/H29zennjiko.pdf の表と、警察庁『昭和 52 年版警

察白書』第 6 章交通安全と警察活動（昭和 53 年）https://www.npa.go.jp/hakusyo/s52/s520600.html  
に掲載の数値をもとに作成した。なお、昭和 21 年と 22 年は統計の取り方が異なるとされている。 
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和 21 年には 1 万 2,504 件であったものが、昭和 23 年には 2 万件、昭和 25 年には 3 万件、昭

和 27 年には 5 万件を超え、昭和 29 年には 9 万件を超えている。死者数は昭和 21 年の 4,409

人から、昭和 30 年の 6,379 人へと増加はしているが、自動車台数や事故件数の増加率に比べ

るとそれほど大きなものではない。驚くのは、昭和 21 年には交通事故件数の約 35%が死亡

事故であり、その比率は低下するが、昭和 26 年では約 10%、そして昭和 30 年には約 6.5%と

なっていた（令和 4 年の死亡事故率は 0.87%である）10。このような中で、交通事故は一種の

社会問題化し11、自賠法の制定へと向かった。また、当時の陸上交通事故全体の死傷者数の

92.3%が自動車事故であったことも大きな理由とされている12。 

このような状況下で、自動車事故の原因の約半数は運転不良によるものとされ、その他は

車両の欠陥、道路不良、被害者の不注意等にあるとされていた13。興味深いことに、自動車事

故の本質につき、あらゆる予防手段を講じても絶滅は不可能であるとし、事後対策として被

害者の保護を図ることが急務となったとしている。被害者の保護が不十分である理由として、

一般的な人命軽視の風潮等もあるとしながらも、①自動車事故の賠償責任の決め方について

の法律的基礎が十分でないこと、②加害者側に一時に多額の賠償金を支払う備えが不十分で

あり、この二点の解決のために自動車損害賠償保障制度を設けることになったとされる14。

もっとも、当時でも任意保険としての自動車保険は存在していたが、昭和 30 年当時の自動車

保険の普及率は 20%程度であり、対人損害賠償責任保険の普及率は 10%にも満たなかったと

 
10 令和 4 年度の交通事故発生件数は 300,839 件、死亡者は 2,610 人であった。 
11 自動車保障研究会・前掲注（8）5 頁は、「自動車は、最も便利な陸上交通機関であるが、そのスピー

ドと機動性の故に頻発する自動車事故は、一種の社会悪化している」とまで述べている。 
12 自動車保障研究会・前掲注（8）5 頁。その他の陸上交通事故の死傷者は、鉄道事故によるものと思

われる。鉄道よる輸送が中心であった当時を考えると、自動車事故の死傷者数がどれほど大きい問

題であったかが容易にわかる指標である。なお、昭和 33 年の統計によれば、輸送機関別交通事故件

数は、330,147 件で、死者数は 11,030 人、負傷者数は 189,585 人であった。そのうち道路交通事故件

数は 288,193 件で、死者数は 8,248 人、負傷者数は 185,986 人であった。なお、昭和 38 年の数値は、

それぞれ 582,208 件、14,968 人、264,965 人であり、そのうちの道路交通事故によるものは、531,966
件、12,301 人、359,081 人であり、自賠法制定後の交通事故の状況はさらに悪化の一途をたどってお

り、自賠法の制定がいかに重要なものであったかを示す数値である。この数値は、「昭和 39 年度運

輸白書第 1 部経済成長と輸送、第 6 章交通安全の確保」による。 
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/286855/www.mlit.go.jp/hakusyo/transport/shouwa39/ind020601/frame
.html 

13 自動車保障研究会・前掲注（8）5 頁によれば、自動車事故の防止のためには、車両の検査、整備の

厳格な励行と、運転者の自覚と教育訓練が必要であるとしている。なお、現行の自動車検査登録制

度は、自賠法の施行に先立ち、昭和 26 年に義務化されているが、保険期間と車検制度のリンクがス

タートしたのは昭和 37 年 8 月 1 日からである。 
14 自動車保障研究会・前掲注（8）7 頁 
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される15。 

賠償責任の決定方法については、当時であっても自動車事故の被害者は民法 709 条の不法

行為に基づく損害賠償請求が可能であったが、この場合、被害者の側で加害者の側に故意ま

たは過失があったことを立証しなければならず、これは決して容易なことではなかった。ま

た、仮に加害者の故意または過失の立証に成功したとしても、加害者側に賠償資力がなけれ

ば、その判決は絵に描いた餅であり、賠償を受けることができず、被害者の損害は全く回復

されない。このような事から、自動車事故の発生に際しての責任原理についての規定と、加

害者の損害賠償能力を担保する方法についての規定を設けることが、自賠法制定に際しての

重要な二本の柱ということになった。 

 

2.2 自賠法制定に至る検討の経緯 

次に検討の経緯をたどってみよう。昭和 27 年に設置された協議会の結論として、①諸外国

の先例に倣うこと、②賠償責任の適正化のための責任法の制定をすること、そして③賠償責

任能力確保のための強制保険制度等を採用すること、以上の 3 点で意見は一致したものの、

無過失責任主義の内容や保険者をどうするかなどの点はなお検討することとされている16。

そのような中で、昭和 28 年には道路運送法の一部改正が行われ、第 125 条の 2 に「運輸大臣

は、自動車運送の総合的な発達を図るため、自動車事故による損害賠償を保障する制度の確

立に努めなければならない」との規定が挿入され、立法が急がれることとなった17。 

 試案作成において重要な問題点とされたのは、保険者をどうするかであったとされている。

この制度には社会保障的性格がある事から、国をどのように関与させるかのという点が重視

されたからである。その理由として、①保険者に引受義務を課すること、②保険事業に営利

目的の介入を許さずできるだけ低廉な保険料であること、③国ができるだけ財政負担をする

こと等があげられている18。ここで注目すべきは、早い段階から保険者の引受義務と自賠責

保険のノーロス・ノープロフィット原則が確定したことである。また、国による財政負担に

ついては、自動車運送の将来的な発展を見据え、国の政策として確固とした自動車事故被害

者の保障制度を設けることが、今後の自動車交通の発展にも大きく資するとの考えが現れて

 
15 国土交通省物流・自動車局保障制度参事官室・前掲注（3）3 頁 
16 自動車保障研究会・前掲注（8）7 頁以下 
17 国土交通省物流・自動車局保障制度参事官室・前掲注（3）5 頁以下、自動車保障研究会・前掲注（8）

8 頁 
18 自動車保障研究会・前掲注（8）8 頁以下 
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いる。 

ところで、賠償責任法理をどう考えるかについては、1908 年のオーストリア法を嚆矢とす

る各国の立法が「一種の無過失責任」を認めている点を参考とし、また賠償資力を確保する

ための義務保険制度も各国において確立されていることから、これに倣う立法とする方向と

された。この立法に際しては、大陸法系の国として、ドイツ及びフランス（この他にイタリ

ヤ、スウェーデン、オランダやスイス等については、オーストリアの特別法に続くものとし

て引用されている）が参考のための検討対象とされている。ドイツ法については、1909 年の

ドイツ自動車交通法を参考とし、原則として保有者及び運転者が責任を負うが、不可抗力又

は相手の故意過失及び自己の無過失を証明すれば免責となるという、相対的または条件付無

過失責任主義が取られていると理解された。フランス法については、判例により実質上の無

過失責任主義の原則が採用されていると理解された19。次に英米法系については、判例の変

遷によって使用者責任主義が確立され、使用者または所有者の無過失責任が問われていると

理解された20。 

 

2.3 政府保障事業創設の経緯 

次に政府保障事業創設の経緯について検討を加えてみる。自賠法制定の目的は、自動車事

故の発生に際しての責任原理についての規定と加害者の賠償能力を担保する方法を設けるこ

とであったが、この制度によって救済されない人々が発生する余地はあった。それがひき逃

げ事故の被害者や無保険自動車による事故の被害者であることは早くから認識されていた。

そして、当時の自動車事故の状況は、ひき逃げ事故の被害者が決して少なくないことを示し

ていた。昭和 28 年のひき逃げ事故による死者は 211 人、負傷者は 2,144 人であり、昭和 29

年に死者は 200 人、負傷者は 2,816 人であった。これを全体の交通事故死者数及び負傷者数

から見ると、28 年のひき逃げによる死者数は全体の約 4.7%、負傷者数は全体の約 3.9％、29

年のひき逃げによる死者数は全体の約 3.9%、負傷者数は全体の約 4.3%であった21。このよう

 
19 フランス法については、民法の過失責任主義に対して、実質上の無過失責任主義と言いひ得る無生

物責任の原則が判例を通じて確立されており、この無生物責任の原則につき、自動車等の無生物の

行為（人の手によって動かされたか否かを問わない）によって起きた損害については、その保管者

は、不可抗力または自己の責めに帰すべからざる外的原因を証明しない限り、責任を負う事である

と理解された。自動車保障研究会・前掲注（4 ）18 頁以下。 
20 自動車保障研究会・前掲注（8）19 頁 
21 なお、東京都での調査では、全自動車事故の被害者数の 9.6%に達しているとされた。自動車保障研

究会・前掲注（8）166 頁以下 
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に、ひき逃げ事故の被害者数は決して少なくない。また、自賠責保険を強制化したとしても、

無保険車による事故も当然のことながら予想されるところであった。「…ひき逃げ事故は、自

動車の存在によって始めて発生するものであり、ひき逃げという反社会的行為は、自動車と

いう近代産業に不可欠なものの危険性と機動性によって始めて可能となるのである。とすれ

ば、ひき逃げ事故の被害者を救済することが必要なのは、ちょうど自動車損害賠償責任が、

特別法化されねばならない理由と同じであることが首肯されよう」22。と説明したうえで、

「自動車によって利益を受けているのは、近代産業の恩恵に浴している人々すなわち全国民

である。とすれば、ひき逃げ事故の被害者の救済は、近代国家の義務であろう。この思想の

もとに、欧米諸国でも、種々の救済措置が講じられている」と述べ、この点を政府による政

府保障事業実施の理由としている23。  

 この政府保障事業については、賦課金を導入してその財源として充てることとした。賠償

責任法理については各国の法制を参照し、その例に倣ったのだが、政府保障事業の財源につ

いては、詳細な各国法制度の比較検討が行われた経緯は見当たらない。もっとも、各国自動

車損害補償基金制度の比較表において、フランスを日本の新制度の次に取り上げ、制度の概

要として「被害者（人的損害）が責任者又は保険者の不明若しくは賠償能力の欠如のため、

賠償を受けられないときに、これを保障するため、補償基金（法人）を設ける」とし、民間

の負担としては「基金の財政は罪障責任者からの回収金額並びに保険者被保険者及び賠償責

任者に対する賦課金によって賄う」。国の財政措置としては、「基金の財政は供託所の特別会

計の対象とする」と紹介されている24。他にも英国、アメリカ、スイス、スウェーデンなどの

制度が簡単に紹介はされているが、制度の概要については明確な記述はあるものの、民間負

担や国の財政措置については必ずしも明確ではない。 

 

2.4 政府再保険制度の導入と法案の成立 

保険者に引受義務を課すること、保険事業は営利目的ではなく、出来るだけ低廉な保険料

とすること、そして国ができるだけの財政負担をすることなどの点から、試案作成において

最も重要な問題点として残されたのが、保険者と国の関与をどうするかという点であったと

される25。その検討対象としては、相互保険組合や業態組合制が検討され、保険組合に対する

 
22 自動車保障研究会・前掲注（8）167 頁 
23 自動車保障研究会・前掲注（8）167 頁 
24 国土交通省物流・自動車局保障制度参事官室・前掲注（3）20 頁以下 
25 国土交通省物流・自動車局保障制度参事官室・前掲注（3）5 頁 
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国の再保険制度やあるいは国の損失補償制度なども検討されている。さらに、保険相互会社

形式とし、基金の半額にあたる 1 億 5 千万円を国が負担する案などが検討された。しかし、

これらの方法には反対の意見が強く、保険会社を保険者とし、国が保険料の一部を負担する

案を経て、政府による再保険制度が採用された26。なお、昭和 45 年の改正によって廃止され

たが、第 55 条以下において、自賠責保険以外の方法による賠償資力の担保手段として、一定

数の自動車を有する者に対しての自家保障制度が採用されていた。 

このような内容の法案は、昭和 30 年 5 月 25 日に衆議院に提出され、5 月 28 日の運輸委員

会において当時の三木武夫運輸大臣により提案理由の説明がなされている27。法案の骨子に
ついて、第一は、自動車による人身事故の場合の賠償責任を適正するための措置であり、人
身事故については、自動車側に故意過失がないとともに、被害者または第三者に故意過失が
あったことを自動車側で証明できない限り、自動車側に賠償責任を負わせることとし、その
責任を無過失責任主義に近づけたとし、自動車側の賠償能力を常時確保するために強制保険
制度を導入し、原則としてすべての自動車について、賠償責任保険契約の締結を義務づける
もの、と説明している。そして保険形態につき、保険者は⺠間保険会社とするが、引受義務、
非常利的料率の算定等につき、保険業法等の特則を設け、免責事由の縮減等について商法の
特例を設けることにしているとした。そして、本保険については、その特殊性から政府がそ
の百分の六十を再保険する措置をも講じたと説明した28。また、骨子の第二は自動車損害賠
償保障事業であり、ひき逃げ事故のように加害者が不明な場合等においても、政府が被害者
に損害を填補する措置を講じようとするものであると述べている29。 

  

 
26 自動車保障研究会・前掲注（8）8 頁以下。なお、再保険事業と保障事業に要する業務費及び保障事

業の経費の一部として、初年度合計 2 千 636 万 6 千円が計上された。 
27 提案理由の全文については、衆議院運輸委員会議事録第 13 号（第 22 回国会昭和 30 年 5 月 28 日）

11 頁。 
28 衆議院運輸委員会議事録第 13 号（第 22 回国会昭和 30 年 5 月 28 日）11 頁。 
自賠法の試案において最も重要な問題点は、保険者をどうするのかという点であったとされる。最

終的な着地点が政府再保険制度であった。 
29 衆議院運輸委員会議事録第 13 号（第 22 回国会昭和 30 年 5 月 28 日）11 頁。 



 

10 

３．再保険制度の採用と自賠責保険の収支 

3.1 再保険制度の採用と特別会計の勘定 

昭和 30 年に制定の自賠法 40 条は、「政府は、保険会社が責任保険の事業によって負う保

険責任を再保険するものとする」と規定し、再保険という形で政府がこの自賠責保険制度に

深く関与することが定められていた30。もっともこの再保険制度は、必ずしも自賠責保険に

特別なものではなく、この当時は、産業政策の分野で特に再保険による特別会計を利用した

政府の関与が行われていた31。 

自賠責保険に政府の再保険を必要とする理由については、制度自体の目的からと保険理論

からの二つがあるとされる32。制度自体の目的からについては、「本制度の骨幹は、強制保険

制度であって、一方で自動車側に付保を強制するとともに、他方で保険会社側に引受を強制

する。そこで、まず、自動車側に付保を強制するからには、料率の決定その他保険事業の適

正円滑な実施を図るために、事業運営に対する監督の強化と相まって、政府が再保険事業に

より事業運営により関与することが適切とされた」33とし、保険理論からの理由としては、

「制度の発足にあたって、過去における実績からの推定に幾多の困難があり、大数の法則の

適用上種々の不都合が生ずるため、あらかじめ合理的料率を算定することに相当の不安があ

る。~略~本制度のような場合には、保険運営による危険を全面的に保険会社に委ねることな

く、必要最小限度において、政府が一部の危険を負担することが必要だとする。いいかえれ

ば、大数の法則の適用にあたって不安を感じるような今回の保険は、民営保険と国営保険の

中間的存在ともいうべき国営再保険の市場に属すべきものだというのである」。34 

このように、スタート当初から採用された再保険制度であるが、その再保険割合は政府 6

割、民間 4 割とされた。自賠法 42 条によって「再保険金額は、責任保険金額の百分の六十と

する」と規定され、再保険料は元受の責任保険の純保険料の 6 割とされた（自動車損害賠償

法施行令）35。さらに、自賠法 44 条は、政府が支払うべき再保険の金額は、保険会社が支払

 
30 政府再保険方式の他には相互保険組合方式や特殊な相互保険会社による方式なども検討された。自

動車保障研究会・前掲注（8）5 頁以下。 
31 たとえば、貿易再保険（貿易再保険特別会計法・昭和 25 年法律 58 号、漁船保険（漁船再保険特別

会計法・昭和 12 年 2 年法律第 24 号）などがこれである。 
32 自動車保障研究会・前掲注（8）136 頁以下 
33 自動車保障研究会・前掲注（8）137 頁 
34 自動車保障研究会・前掲注（8）138 頁 
35 昭和 30 年 10 月政令第 286 号第 12 条 
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うべき保険金の金額の百分の六十とすると規定されていた。 

再保険制度のために、一般会計とは別に自動車損害賠償責任保険再保険特別会計が設けら

れた。この会計は、保険勘定、保障勘定そして業務勘定の 3 つに分かれていた36。保険勘定は

保険会社等から徴収する再保険料を財源として、交通事故の被害者に対して、再保険金等を

支払う経理単位の勘定であり、保障勘定は自賠責保険料の一部に含まれる賦課金等を財源と

して、ひき逃げ又は無保険車による事故の被害者に対する損害の填補等の経理の勘定、業務

勘定は保険勘定、保障勘定からの繰り入れを財源として、両事業における業務取扱の経理（再

保険業務の遂行）の勘定であった。 

 

3.2 自賠責保険の収支状況 

昭和 31 年当時の自賠責保険料を見ると、自家用乗用車の場合、1 か年契約で 2,410 円が営

業保険料（実際に支払われる保険料）となっていた。そのうち純保険料（保険金としての支

払いに充てられる部分）は、1,970 円であり、その 60%の 1,182 円が再保険料として保険勘定

の原資となった。民間保険会社が引き受ける 40%の純保険料は 788 円であり、その中から保

障事業のための純賦課金 17 円 73 銭が保障勘定の原資となった。なお、当時の社費は 370 円、

保障事業の業務を委託される保険会社の業務費用としての付加賦課金課金は 6 円 66 銭であ

り、代理店手数料は 70 円であった37。なお、再保険業務を処理するための経費は、この保険

の社会保障的な性格により、一般会計からの国庫負担とされていた。しかしこの国庫負担は、

行政改革法案の国会通過に伴い、昭和 57 年 4 月から変更され、保険料収支の中に含めて取

り扱うこととされた38。 

ところで、自賠責保険の収支状況はどうであったかろうか。昭和 30 年から昭和 50 年の収

支状況は見てみよう。いくつかの資料を参考としてまとめたのが表 2 である39。 

 

 
36 3 つの勘定に分けることについては、自動車損害賠償責任再保険特別会計法の 3 条以下に規定があ

り、それぞれの勘定の内容については、4 条以下に規定が設けられていた。 
37 運輸省自動局編『自動車損害賠償保障制度の解説』（法令普及会、昭和 32 年）196 頁 
38 この点については、自動車保険料率算定会編『自動車保険論』（第 12 版、損害保険事業総合研究所、

1991 年）85 頁、86 頁注 6 参照 
39 この表は、鈴木辰紀「自賠責保険の収支の現状と運用益の使途」道路交通事故被害者の保険的救済

をめぐる諸問題（財団法人道路経済研究所、昭和 58 年）7 頁以下の表に、自動車保険料率算定会『自

動車保険の概況』昭和 61 年の数値を加えて修正した。 
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表2 自賠責保険収支（契約年度別）昭和30年～昭和50年（単位億円） 

契約年度 収入保険料 支払保険金額 当年度収支残 累計収支残 損害率 
30（1955） 18 21 △3 △3 116.67 
31 23 31 △9 △12 134.78 
32 26 39 △12 △24 150.00 
33 30 48 △18 △42 160.00 
34 44 56 △11 △53 127.27 
35 64 69 △5 △58 107.81 
36 82 76 5 △52 92.68 
37 111 98 6 △40 88.28 
38 187 161 12 △14 86.09 
39 537 370 168 153 68.79 
40（1965） 622 568 54 207 91.26 
41 820 1,086 △266 △59 132.44 
42 1,030 1,652 △621 △680 160.29 
43 1,304 2,050 △747 △1,427 157.29 
44 1,915 2,498 △583 △2,010 130.47 
45 3,239 2,500 740 △1,271 77.17 
46 3,546 2,406 1,140 △131 67.86 
47 3,968 2,473 1,495 1,364 62.33 
48 4,235 3,066 1,169 2,533 72.40 
49 4,284 3,737 546 3,079 87.25 
50（1975） 4,537 4,218 319 3,397 92.68 

 

20 年間の収支をみると、昭和 36 年で単年度の収支は黒字に転じたが、累積赤字の解消は

昭和 39 年にようやく実現している。自賠責保険の保険金の推移と関連するが、昭和 30 年に

スタートした時点で死亡は 30 万円（傷害・後遺障害は重症 10 万円、軽傷 5 万円）であった

が、昭和 35 年 9 月には死亡保険金が 50 万円に引き上げられ、昭和 39 年 2 月には死亡 100 万

円、傷害 30 万円、後遺障害は程度に応じて 5 万円から 100 万円となった。この間の保険料率

の改訂40であるが、昭和 34 年 8 月には損害率の上昇に対して純保険料が 41.43%引き上げら

れ、昭和 35 年 9 月には、純保険料が 12.25%引き上げられた。昭和 39 年 2 月の保険金額引上

げに対する保険料率の改定では、営業保険料が 210.01%という大幅な値上げとなっている。

この営業保険料の大幅な引上の効果もあり、昭和 39 年には単年度収支で 168 億円のプラス

となり、累計収支残もプラスとなっている。昭和 41 年には死亡保険金を 150 万円に引き上

げ、さらに傷害は 50 万円、後遺障害は 5 万円（第 12 級）から 100 万円（第 1 級）であった

 
40 ここでの料率改定は自家用自動車に限定する。営業用車両の料率引上げは、頻繁に行われた。詳し

くは、損害保険料率算出機構・自動車保険料率の変遷を参照 
https://www.giroj.or.jp/ratemaking/cali/history_rate.html 
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ものを、7 万円（第 12 級）から 150 万円（第 1 級）へと引き上げられた。この昭和 41 年の

改定では、営業保険料の引き上げは行われていない。  

昭和 42 年 8 月には、死亡保険金額が 300 万円に引き上げられ、傷害は 50 万円のままであ

るが、後遺障害は 11 万円（第 12 級）から 300 万円（第 1 級）へと引上げられている。この

改定に際しては、営業保険料が 13.4%引き上げられている。昭和 44 年 11 月の改定は、死亡

が 500 万円へと引上げられ、後遺障害は 11 万円（第 14 級）から 300 万円（第 1 級）へと引

上げられた。この際には、営業保険料が 96.5%という驚異的な引き上げとなり、その際に、

営業保険料の最高引上率は 2.5 倍の頭打ちが導入された。さらに、昭和 48 年 12 月には死亡

保険金が 1,000 万円に引き上げられ、傷害は 80 万円、後遺障害は 37 万円（第 14 級）から

1,000 万円（第 1 級）へと引き上げられた。昭和 50 年 7 月の改定は、死亡を 1,500 万円、傷

害を 100 万円とし、後遺障害は 56 万円（14 級）から 1,500 万円（第 1 級）へと引上げられ

た。なお、昭和 48 年と 50 年の改定に際しては、料率の改定は行われていない。 
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４．累積運用益と被害者支援事業 

4.1 自賠責審議会答申と累積運用益の使途 

自動車損害賠償責任保険審議会は、自賠法 31 条に設置規定が設けられている審議会であ

り、第 32 条はその権限として、責任保険に関する重要事項を調査審議し、及び必要と認める

事項を関係大臣に建議すると規定している。制定当時は大蔵省におくとされ、大蔵大臣の諮

問に応じるものとされていたが、現在は金融庁におかれている41。さて、昭和 44 年 10 月 7 日

の自賠責保険審議会答申42は、自賠責保険の基本的なあり方に重要な影響を与える内容であ

った。自賠責保険が実施されて以降、自賠責保険審議会の議題として保険収支の累積赤字が

問題となっていたが、この赤字補填の一つの財源として、滞留資金の運用益が注目を集めた。

その内容を簡単に紹介しよう。 

「まえがき」において、「~略~責任保険が制度本来の目的を今後とも円滑に達成して行くた

めには、合理的な制度の運営に努めると同時に、すみやかに収支の不均衡を是正する必要が

あると考える。しかしながら、増大する収支の赤字を安易に保険料率の引上げのみによって

解決することは、契約者の負担を著しく増加させるのみならず、制度運営そのものを安易に

し、やがては責任保険制度の基本的なありかたを揺るがすことになるおそれもある。」と述べ

たうえで、保険料率の項において「現在、責任保険の収支は、43 年度末で 1,700 億円を超え

る膨大な累積赤字をかかえ、44 年度においても、単年度で 1,300 億円に上る赤字を生じるこ

とが予想される。これに加えて、今回の死亡および後遺障害の保険金額の改訂を考えれば、

保険料率の大幅な引上げを要することは明らかである。しかしながら、今回所要の改訂を一

挙に行うこととすれば、引上げ幅は極めて大きなものとなる一方、制度自体についてもその

改善が強く望まれている。従って、保険料負担の急激な増大が経済の各部門に及ぼす影響を

考慮するとともに、更に明年度を目途とする制度改善との関連を考えれば、保険料の引き上

げは 44，45 年度の 2 段階に分けて行うことが適当である。」とした。 
 

41 自賠法 33 条は、内閣総理大臣からの諮問等を受けて審議会が審議を行うこととされている。なお、

私は 2005 年 9 月から 2016 年 1 月にかけてこの審議会の委員であったが、任命辞令は内閣総理大臣

からであった。 
42 自動車損害賠償責任保険審議会答申（昭和 44 年 10 月 7 日）損害保険算出機構『自賠責保険のすべ

て(13 訂版)』（保険毎日新聞社、2020 年）247 頁以下。この答申は、「まえがき」にはじまり、「一 

死亡および後遺障害の保険金額」、「二 保険料率」 「三 農業協同組合等の行う自動車損害賠償

責任共済の掛金率」 「四 責任保険制度の改善」 そして「むすび」からなり、のちの政策判断等

にも大きな影響を与えた、広範な内容に言及する重要な答申である。 
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特に注目すべきは２．交通救急体制の整備充実についてと、９．滞留資金の運用益である。

２については、「交通事故の被害者に対する適切な治療方法の確立と交通救急医療体制の整

備は、国民にとって大きな関心事である。従って、責任保険においても滞留資金の運用益等

を活用して、専門医育成の援助、救急病院の設置、救急医療施設に対する助成等により積極

的に救急医療体制の整備に寄与すべきである。なお、この措置は、責任保険制度の限界を超

えるものではなく長期的にはその運営と支払いの合理化につながるものであることに留意す

べきである。」と述べている。 

９については、「今後の自動車の一層の普及と保険料収入の増加を考えれば、責任保険の滞

留資金は増大し、その運用益も相当の額になることが予想される。従って、滞留資金の運用

益については、今後は保険料負担の軽減にあてるほか、前述のように救急医療体制の整備充

実等交通安全対策にも活用すべきである。これに関連して、責任保険の滞留資金については、

できる限り効率的な運用に努めるとともに、特に保険会社については、今回適正な付加保険

料が計上されたことにかんがみ、その運用益を明確に区分経理すべきである。」以上のように

述べた。のちに検討する平成 13 年の政府再保険制度廃止に伴う累積運用益の使途について

は、この昭和 44 年答申が大きな役割を果たしている。また、令和 4 年の付加賦課金導入につ

いても同様に昭和 44 年答申がその前提として存在している。 

 

4.2 特別会計上の滞留資金と累積運用益 

それでは、この滞留資金と累積運用益はどのようにして発生するのであろうか。責任保険

においては次のように説明される。まず滞留資金は、保険料収入のうち翌年度以降の期間に

対応する、いわゆる未経過保険料部分及び保険料収入と保険金支払いとの基幹的なズレ（タ

イムラグ）による未払保険金部分ということになる。保険料収入と保険金支払との関係を見

ると、自動車保険の場合には、通常は事故が発生しても直ちに請求があるわけではなく、治

療や当事者間の交渉等が長びくこと等の理由により、保険金請求の大半が翌期以降となり、

収入保険料に対応する保険金をすべて支払い終わるまでには、契約時点から長期の期間43が

かかるのが通常だからとされる。この滞留資金は、再保険特別会計の保険勘定と保障勘定の

両者に発生する。そして、この滞留資金を大蔵省（現財務省）の資金運用部に預託すること

 
43 昭和 44 年当時は、おおむね 5 年ですべての保険金支払いが完了すると考えられ、5 年間での支払保

険金の予測などを行っていたが、現在では 12 年をその期間としている。なお、平成 13 年に廃止さ

れた再保険制度であるが、平成 13 年度契約の自賠責保険の保険金支払いはすべて完了してはおら

ず、少額ではあるが毎年再保険金支払いの請求が国土交通省に対してあるという。 
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により発生するのが特別会計上の運用益である。 

自賠責保険の単年度収支は、表 2 で示すように昭和 35 年までは赤字であったが、昭和 36

年からは収支残がプラスとなり、昭和 39 年には累計収支残もプラスとなっている。ところ

で、滞留資金の発生は当年度の収支とは関係ないことから、かなり前から生じていたのでは

ないかと考えられるが、昭和 48 年の自動車事故対策センター法案の審議において、政府委員

である当時の運輸省自動車局長は運用益に関する質問につき次のように答弁している。「~略

~昭和 42 年の頃は 34 億程度でございましたものが、逐年ふえてまいってきておりまして、

昭和 47 年、これはまだ決算でございませんが、見込みで約 102 億ということでございます。

昭和 48 年度は 130 億と、こういう状況でございます。」44 

国土交通省自動車局保障制度参事官室から提供を受けた昭和 48 年の自動車事故対策セン

ター法関連の資料によれば、昭和 45 年当時の保険勘定の損益は以下の表 3 の通りの見込み

であり、滞留資金・預託額・運用益は表 4 の通りの見込みであった。なお、表 5 は同じく国

土交通省自動車局保障制度参事官室から提供を受けた昭和 30 年から昭和 50 年までの保険勘

定の発生運用益と累積運用益である。 

表3 保険金勘定損益の推移 （単位百万円） 

年度 前年度からの繰越損失 当該年度損益 差引 
45（決算） △103,893 △25,395  
46（決算） △129,289 32,791  
47（見込） △96,498 51,152  
48（予算） △45,346 70,297 24,951 

表4 滞留資金・預託額・運用益の状況 （単位百万円） 

年度 滞留資金 預託額 運用益 
46（決算） 218,900 169,050  6,649 
47（見込） 278,338 248,050 10,221 
48（予算） 334,646 298,050 13,133 

表5 特別会計・保険勘定の発生運用益と累積運用益の推移（百万円） 

年度 発生運用益 累積運用益 
昭和 30 0 0 

35 0 74 
40 1,301 1,873 
41 2,459 4,332 
42 3,440 7,772 
43 3,828 11,600 
44 3,527 15,128 
45 3,979 19,106 

 
44 参議院交通安全対策特別委員会議事録第 11 号（第 71 回国会昭和 48 年 7 月 11 日）4 頁 
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年度 発生運用益 累積運用益 
46 6,649 25,756 
47 10,428 36,183 
48 15,629 51,362 
49 23,434 73,391 
50 32,363 103,309 

4.3 損害保険会社の運用益 

民間の保険会社はどうであったかというと、昭和 30 年度からスタートとした自賠責保険

は昭和 43 年までは明確な区分経理が行われておらず、過去の正確な運用益が算出できなか

った。便宜上各社の平均運用資金平均利回りをもとに計算すると、昭和 30 年度から昭和 43

年度末までの累積運用益は約 177 億円と試算された。ところが、同時に自賠責保険の経費（社

費+代理店手数料）を計算したところ、保険料としての収入が 422 億円、実際の支出が 557 億

円で、差引 135 億円の赤字、さらに事業外支出の事業税などの控除額 58 億円を経費の差引

赤字に加えると 193 億円となった。そこで、177 億円の累積運用益と相殺して、16 億円の赤

字だけが残ることとされた。このような経緯から、昭和 44 年の保険料改訂に際して、保険会

社の区分経理を明確化して、昭和 44 年 11 月 1 日以降の保険会社の運用益については、社会

還元することとなった45。具体的に発生した運用益の額についての明示はされていないが、

自動車保険料率算定会による『自動車保険の概況』昭和 47 年度以降は、運用益に関する記述

がなされている46。 

 

 
45 この間の状況については、「損保界の動き 11 月分から社会還元へ 自賠責保険滞留金の運用益」

インシュランス第 2428 号（昭和 44 年 12 月 18 日）2 頁以降に詳しい。 
46 自動車保険料率算定会『自動車保険の概況』（昭和 47 年）5 頁は、４．「自賠責保険運用益の拠出に

ついて」と新たに項を設け、以下のように記述している。「昭和 44 年 10 月の自賠責保険審議会の答

申において、自賠責保険制度の改善事項が採り上げられ、その一環として、自賠責保険の滞留資金

の運用益を明確に区分経理するとともに、運用益の一部を救急医療体制の整備充実に活用すべきで

ある旨の要望が出された。これを受けて保険会社においては、44 年度から積立てた自賠責保険運用

益から、救急医療体制の整備充実および交通事故防止対策のための諸施設等に対する助成として、

47 年度までに次の通り拠出した」とし、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、警察庁、消

防庁に対し、合計で 20 億 13 万 9 千円を拠出したと記述している。その後は、平成元年まで累積運

用益の拠出先に関する記述が続き、平成元年度の自動車保険の概況は、「平成元年度も 40 億円を拠

出し、同年度末までの累計拠出額は 1000 億円となっている」と述べている。自動車保険料率算定会

『自動車保険の概況』（平成元年度）19 頁。 
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4.4 自動車事故対策センターと再保険特別会計からの被害者支援事業及び運用益の活用 

交通事故安全対策は、昭和 39 年度に車両の安全対策事業が47、昭和 42 年度には自動車事

故による被害者対策の充実のための事業が開始されている48。本格的な各種対策事業には、

昭和 45 年の交通安全対策基本法と、昭和 48 年の自動車事故対策センター法の制定が大きな

意味を有している。まず、日本の交通事故死者数は、昭和 34 年に 10,079 人と初めて 1 万人

を超え、その後は 1 万人台を記録し、昭和 39 年には 1 万 3 千人台となった。ここで、昭和

40 年から昭和 50 年までの交通事故の状況を見てみよう。 

 

表649 昭和31年から昭和50年までの交通事故の状況 

年次 交通事故件数 死者数 負傷者数 重傷者数 
昭和 31 122,691 6,751 102,072  

32 146,833 7,575 124,530  
33 168,799 8,248 145,432  
34 201,292 10,079 175,951  
35 449,917 12,055 289,156  
36 493,693 12,865 308,697  
37 479,825 11,455 313,813  
38 531,966 12,301 359,089  
39 557,183 13,318 401,117  
40 567,286 12,484 425,666  
41 425,944 13,904 517,775  
42 521,481 13,618 655,377  
43 635,056 14,256 828,071  
44 720,290 16,257 967,000  
45 718,030 16,765 981,096 126,715 
46 700,290 16,278 949,689 117,667 
47 659,283 15,918 889,198 108,482 
48 586,713 14,574 789,948 96,138 
49 490,452 11,432 651,420 79,871 
50 472,938 10,792 622,467 62,744 

 
47 行政事業レビューシートによる。https://www.mlit.go.jp/common/000118794.pdf 
48 行政事業レビューシートによる。https://www.mlit.go.jp/common/000122816.pdf。なお、自動車事故対

策センター法案の審議において、政府委員は、自賠責特別会計からの民間団体等に対する交通事故

防止事業あるいは被害者救済事業に対して、すでに民間が中心になってやっている事業に対して、

補助金という形でやってきており、昭和 42 年から初めて、逐年補助金額が増えてきていると回答し

ている。参議院交安全対策特別委員会議事録第 11 号（第 71 回国会昭和 48 年 7 月 11 日）4 頁 
49 警察庁交通局「平成 29 年中の交通事故の発生状況」2 頁（平成 30 年 2 月 15 日） 

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/koutsuu/H29zennjiko.pdf 
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交通事故発生件数は、昭和 35 年には 40 万件、38 年には 50 万件を超え、昭和 43 年には 60

万件、昭和 44 年には 70 万件を超えた。死者数も増加傾向にあり昭和 34 年には 1 万人を超

え、昭和 45 年にはこれまでで最高の死者数 1 万 6,765 人となった。昭和 30 年代中盤から昭

和 40 年代中盤にかけての状況は第一次交通戦争と呼ばれている50。 

このような状況下で昭和 45 年には交通安全対策基本法が制定され51、基本の交通安全対策

の基本的な枠組みが定められた。 

交通事故件数の増加により、自賠責保険の収支は悪化し、表 2 で見るとおり、昭和 39 年に

はプラスへ転じた累計収支残であったが、昭和 41 年からは再びマイナスに転じた。この間、

昭和 42 年には保険金の改定が行われ、死亡保険金の上限が 300 万円と変更された。昭和 44

年にはさらに死亡保険金の上限が 500 万円へと改定されている。この間、保険料も改定され、

昭和 42 年には営業保険料が 13.4%引き上げられ、昭和 44 年には営業保険料が 96.5%引き上

げられている。交通安全対策基本法の効果もあって、交通事故件件数、死者数、負傷者数と

も、昭和 46 年から減少に転じているが、保険料改定の効果もあり、自賠責保険の収支は昭和

45 年には単年度収支がプラスに転じ、累計収支残は昭和 47 年にはプラスに転じている。 

このような状況となり、ようやく安定した自賠責保険の運用が可能となったことから、運

輸省は、昭和 44 年の自賠責審議会答申に従った運用益活用事業を、昭和 48 年の自動車事故

対策センターの設置からスタートさせることとなる52。この間の状況について、当時の保障

課長であった西村英一氏は、「昭和 45 年交通事故の死傷者はピーク（約百万人）に達し、ま

さに交通戦争の様相を呈した。自賠責保険の死亡保険金額は判例相場に従って、42 年の 300

万円から 44 年には 500 万円に上がっていたので、保険収支は膨大な赤字に悩むことになっ

た。~略~破天荒ともいうべき制度の大改正と保険料率の一挙 2 倍引き上げを断行したのもこ

の頃だった。これに関する自賠責審議会のいわゆる 44 答申（44 年 10 月 7 日）の末尾で、滞

留資金の運用に触れ、これを救急医療体制の整備充実等交通事故対策に活用すべきである。」

とされた。そのあと、機会あるごとに運用益の活用方を迫られることになったが、巨額の赤

字の解消に散々悩まされた国の立場からは、答申の趣旨に副うような方策の実行はなかなか

 
50 日清戦争における日本の戦死者数が 2 年間で 17,282 人であったのを上回る勢いで増加したことか

ら、一種の戦争状態であるとしてこのように呼ばれた。 
51 昭和 45 年法律第 110 号 第 1 条は、「この法律は、交通の安全に関し、国及び地方公共団体、車両、

船舶及び航空機の使用者、車両の運転者、船員及び航空機乗組員等の責務を明らかにするとともに、

国及び地方公共団体を通じて必要な体制を確立し、並びに交通安全計画の策定その他国及び地方公

共団体の施策の基本を定めることにより、交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図り、もつて

公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。」と規定している。 
52 それ以前にも特別会計の枠内において、複数の事業等を行っていたことについては、（注 47）及び

（注 48）参照 
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難しかった。しかし、幸いにも、その後官民あげての交通事故抑止努力等が実り、次第に事

故が減り、自賠責の収支は急速に改善を見せ、私が保障課長就任の頃には、愁眉を開く状況

までになっていた。当然のことながら、44 答申に沿って運用益の本格的活用を図ることは、

保障課長の当面の大きな課題であった。」と述べている53。このように、自賠責特別会計の収

支状況の好転もあり、保険勘定の滞留資金の運用益を事故防止等に活用することを目的とし

て、自動車事故対策センターが設立の運びとなっている。 

衆議院交通安全対策特別委員会において、当時の新谷運輸大臣は、提案理由を次のように

説明している。「わが国の自動車事故の発生率は、幸い二、三年来若干低下しておりますが、

なお九十万人余の新たな被害者を年々生じていることは、国民福祉の上からも極めて重大な

問題であります。~略~また、不幸にして事故にあった被害者に対しましては、自動車損害賠

償保障法による保護をいっそう厚くするように目下検討を進めておりますが、最近におきま

しては、この制度の改善とともに、交通遺児対策の充実など、きめこまやかな救済措置を講

ずることが強く要望されているような実情であります。このような実態にかんがみまして、

今回、自動車事故の発生防止に資するとともに、事故による被害者の保護を増進するための

業務を行う自動車事故対策センターを設立することといたしまして、自動車事故対策センタ

ー法を制定しようとするものであります。~略~」54。 

この自動車事故センター法は、大きな反対もなく成立した。衆議院の附帯決議の 4 は、「自

動車損害賠償責任保険の黒字基調転換の原因が交通安全対策の結果である実情にかんがみ、

その運用益の活用にあたっては、救急医療体制の拡充整備並びに交通安全の推進に努めてい

る諸機関、諸団体に対し助成措置の強化に努めること」と述べている。参議院の附帯決議は、

衆議院のような運用益の活用については、特に踏み込んではいない55。 

 

4.5 自動車事故対策センターの設立と被害者支援事業 

このようにして成立した自動車事故対策センター法であるが、昭和 48 年 12 月 10 日に設

立され56、業務が開始された。設立当初の業務としては、自動車事故防止業務としての運航管

 
53 西村英一「センター発足までの坂道」自動車事故対策センター10 年史（昭和 59 年、自動車事故対

策センター）23 頁以下 
54 衆議院交通安全対策特別委員会議事録第 4 号（第 71 回国会、昭和 48 年 8 月 4 日）14 頁以下 
55 参議院交通安全対策特別委員会議事録第 11 号（第 71 回国会、昭和 48 年 7 月 11 日）7 頁以下 
56 昭和 48 年 12 月 3 日に運輸大臣から設立の認可があり、これに伴い政府から 2 億 4 千万円、日本損

害保険協会から 4 千万円、全国共済農業協同組合連合会から 1 千万円、合計 2 億 9 千万円を出資金



 

21 

理者等の指導講習、運転者に対する適性診断、自動車事故の被害者の援護業務としての生活

資金貸付であった、特に被害者援護業務はその内容と対象を充実させ始め、昭和 54 年 8 月

から脳損傷の重度後遺障害の被害者を介護している家族に対する介護料の支給を開始し、昭

和 56 年 10 月からは脳損傷以外の重度の脊髄損傷者で全面的な介護を必要とする被害者に対

しても介護料の支給を開始した。 

 

4.6 千葉療護センターの設置 

自動車事故対策センターによる被害者支援事業において新たな道を開いたのが千葉療護セ

ンターの設置である。自動車事故対策センターは、昭和 54 年 8 月から脳損傷者に対し、昭和

56 年 10 月から脊髄損傷者対して介護料の支給を行ってきた。しかし、被害者の家族に介護

をめぐる多くの事情が存在し、介護の困難さは家庭の崩壊にもつながる緊急の問題として提

起された57。検討の結果、このような問題を解決し、交通事故被害者に対して十分な治療と看

護を行う施設を設置・運営することとなった。 

昭和 56 年 4 月 8 日に開催された衆議院交通安全対策特別委員会において、自動車事故対

策センター法の一部を改正する法律案の審議が始まり、塩川運輸大臣が次のように提案理由

を説明している58。 

「~略~わが国において発生した自動車事故件数は、昭和 44 年をピークとして減少の一途

をたどってまいりましたが、各般にわたる事故発生防止の努力にもかかわらず、昭和 53 年に

至り再び増加の兆しを見せ始め、毎年およそ 60 万人の死傷者が発生しております。   

~略~特に、自動車事故により頭部、脊髄などに重大な損傷を受け、その後の治療にも関わ

らず寝たきりの状態に陥った被害者につきましては、症状の悪化に備えた継続的な医学的措

置とともに、細部まで行き届いた昼夜にわたる介護が必要とされているのであります。同時

に、その介護にあたるこれら被害者の家族の肉体的、経済的負担は極めて大きいものがあり、

その負担を緩和するための適切な救済措置もまた強く要望されているところであります。 

このような実態にかんがみ、重度の後遺障害者を収容して治療及び養護を行う専用の施設

を整備することとし、その設置及び運営を自動車事故対策センターに行わせることといたし

まして、この法律案を提出するものであります。 

なお、この施設の設置及び運営につきましては、自動車損害賠償責任再保険特別会計から

 
として昭和 48 年 12 月 10 日に設立された。 

57 自動車事故対策センター10 年史（昭和 59 年、自動車事故対策センター）66 頁 
58 衆議院交通安全対策特別委員会議事録第 6 号（第 94 回国会、昭和 56 年 4 月 8 日）1 頁以下 



 

22 

自動車事故対策センターに対し必要な助成を行うこととしております。」 

この法案は、昭和 56 年 4 月 22 日、同 23 日そして 5 月 7 日に審議が行われた。4 月 22 日

の審議において、医療供給体制の整備との関係で厚生省の医務局総務課長は、「~略~労災の認

定患者について専門的な立場から治療を施すために、各地で労災病院が整備されていますと

同様の意味合いにおきまして、今回運輸省の方において、交通傷害に起因する遷延性の高度

意識障害者についての専門病院を整備していただくことは、私どもとしても大変結構なこと

である、このように考えている次第でございます」と述べている 59。次に昭和 60 年度の自賠

責保険の収支推定が赤字である点などから、計画されている療護センターの正常な運営が確

保できるのか、あらたにこれがモデルケースとしてさらに次へ飛躍し発展させるということ

になると、自賠責の保険料に大きな問題が生じるのではないかとの質問に対して、塩川大臣

は、この施設は自賠責の運用益の中のごく一部を用いて、とりあえずモデルケースとして実

施する。自賠責のこれからの推移を見ると、大きい赤字が出てそれが保険料に跳ね返るとい

う心配は当分の間は無いのではないかと回答している60。さらに、運営費等に関する質問に

ついては、運輸省の飯島自動車局長は、自賠責再保険特別会計の運用益は、毎年 600 億円強

の発生が見込まれ、今までの累積が 54 年度 2,350 億、55 年度約 3,000 億である。60 年度の保

険収支は単年度では赤字の見込みであるが、積立金がその時点で 5,061 億円である。この一

部をこのような施策に使っても、すぐには保険料の改定問題にはならない。この一か所の運

営維持費は 2 億 7 千万円と見込まれ、全体の運用益の状況を見ると、保険料には響かないと

答えている61。 

塩川大臣の答弁にも表れているように、千葉療護センターは運用益の一部を利用したモデ

ルケースとして実施する事業であった。なお、永井委員は、質問の中で、全国に仮に 10 カ所

つくるということになると、このような資金では到底追いつかなくなる。そういう問題も含

んでいるということを指摘している62。このようにモデルケースとしてスタートした千葉療

護センターであるが、その後平成元年には東北療護センター、平成 6 年には岡山療護センタ

ーそして平成 13 年には中部療護センターが開設されている。 

衆議院に交通安全特別委員会においては、附帯決議が付されているが、非常に興味深い内

容となっており、ここでその一部を紹介しておく。 

附帯決議 

 
59 衆議院交通安全対策特別委員会議事録第 7 号（第 94 回国会、昭和 56 年 4 月 8 日）1 頁 
60 衆議院交通安全対策特別委員会議事録第 6 号（第 94 回国会、昭和 56 年 4 月 8 日）4 頁 
61 衆議院交通安全対策特別委員会議事録第 7 号（第 94 回国会、昭和 56 年 4 月 8 日）4 頁 
62 衆議院交通安全対策特別委員会議事録第 7 号（第 94 回国会、昭和 56 年 4 月 8 日）4 頁以下 
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一 略 

二 療護施設の運営に当たっては、経営基盤の整備について特に配慮するとともに、運営

の健全化のため最大限の努力を払うこと。 

また、運営上、万一赤字が増大することがあっても、これが原因となって、自賠責保

険の引き上げが行われないよう十分配意すること。 

三 療護施設のモデル事業としての性格上、その成果が今後の重度後遺障害者対策の充実

に活用されるよう努力するとともに、重度後遺障害者の回復、自律更生の実をあげるよ

う努めること。 

四 療護施設に入所できない重度後遺障害者については、その救済対策に遺憾なきを期す

るとともに、療護施設の成果をふまえ制度的改善について速やかに検討すること。 

五、六 略 
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５．再保険制度の廃止と累積運用益の処理 

5.1 平成 13 年改正の概要 

昭和 30 年にスタートした自賠責保険は、自賠法が保険会社に引受義務を課しており、保険

会社の担保力に不安があったこと、適正な保険金の確保のために政府による支払いのチェッ

クが必要と考えられたことなどから、政府による再保険制度の下で開始された。しかしこの

再保険制度は、約半世紀を経た平成 13 年の自賠法改正によってその幕を閉じることになる。

ここで簡単に平成 13 年改正を振り返ってみる。 

 政府再保険制度廃止の理由として、まず、損害保険会社の財政的基盤も確立し、リスクヘ

ッジとしての再保険制度の機能が乏しくなっていることがある。さらに、1996 年 11 月に当

時の橋本内閣が提唱した金融ビックバン（金融・証券市場制度の大改革）により、保険の規

制緩和が進み、自動車保険分野においても自由化が急速に進展するなど、保険を取り巻く環

境が大きく変化したことがある。また、OECD からは政府再保険制度廃止の勧告を受け、平

成 10 年 10 月の経団連からの規制緩和の要望の中には、政府再保険の廃止が含まれていた。

政府再保険の廃止による保険会社等の事務の簡素化を図るべきであるとの考えが廃止への根

底にもあった。自民党行政改革推進本部は、平成 10 年 12 月に運輸省に対し、「事故被害者の

保護の条件等を検討し、自賠責保険のあり方を見直すこと」を申し入れた。 

このような要望を受けて運輸大臣懇談会（「今後の自賠責保険のあり方に係る懇談会」）に

おいて自賠責保険のあり方に関する議論が平成 11 年 2 月にスタートした63。平成 11 年 9 月

に運輸大臣に提出された報告書は、政府再保険制度の見直しの前提として、①被害者保護対

策の充実、②政府保障事業の維持、③政府再保険の運用益を活用した交通安全対策、交通事

故被害者救済対策に係る政策支出について、必要な事業について維持すること、④自動車ユ

ーザーにメリットがあること、⑤制度改正に伴うコストが合理的範囲内であることの 5 条件

を提示した。 

政府は平成 12 年 3 月 31 日に「規制緩和推進 3 か年計画（再改定）」を閣議決定したが、自

動車損害賠償責任保険の政府再保険については、この 5 条件の実現の方向を確認したうえで

実行に移すこととした。 

これを受けて金融庁長官は、平成 12 年 4 月 12 日に、自動車損害賠償責任保険審議会に対

 
63 私はこの懇談会のメンバーであった。なお、この懇談会は平成 11 年 2 月に検討がスタートしている

が、自賠法の根本的な改正についての保険業界関係者を交えての検討は、運輸省内部において平成

9 年からスタートしている。 
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して自賠法の改正を諮問し、同年 6 月には政府再保険の廃止を中心とする答申が提出され

た 64。この答申に基づいて運輸省の大臣懇談会は自賠法改正に関する検討を行い、平成 12 年

12 月には、政府再保険の廃止を行う場合の被害者保護のあり方、保障事業のあり方、政府再

保険の運用益を活用した政策事業のあり方についてまとめた報告書を提出した65。 

 

5.2 累積運用益の処理 

政府再保険制度を廃止に伴い大きな問題となったのは、再保険特別会計に積みあがってい

る総額で約 2 兆円に上る累積運用益の処理であった。この累積運用益の使途については、昭

和 44 年の自賠責保険審議会の答申があり、保険料の負担の軽減にあてるほか、救急医療体制

の整備充実等交通事故対策にも活用すべきであるとされていたが、再保険特別会計に生じる

運用益については、この答申に従い各種団体等への補助金の形で行うもののほか、自動車事

故対策センターに対する補助金の形で、多くの事業が行われていた。ここで生じた問題は、

これまでの再保険特別会計をどのような形にするのか、そして累積した運用益をどのような

比率で自賠責保険の保険料の負担軽減にあてるのかと被害者支援事業にあてるのかであった。 

結論として、再保険特別会計は廃止するが、自動車安全特別会計へと名称を変更し、無保

険車やひき逃げの被害者の救済を行う政府保障事業のための保障勘定は維持する。保険勘定

と業務勘定を廃止し、保険料等充当交付金勘定と事故対勘定に分けることとなった。膨大な

額である累積運用益については、これを 20 分の 11 と 20 分の 9 に振り分け、20 分の 11 を保

険料の軽減のために使用することとし、20 分の 9 を被害者支援事業等のために使用すること

となった。具体的な金額として約 1 兆 1 千億円を、政府再保険制度を廃止する平成 14 年 4 月

1 日から平成 20 年 3 月 31 日までの 6 年間にわたり、保険会社に対して保険料等充当交付金

として交付し、自賠責保険の保険料に充てることとし、自動車ユーザーの負担を軽減するこ

ととなった。約 9 千億円については、これを積立金として運用を行い、そこからの運用益に

より、被害者救済事業等を実施することとなった66。なお、この被害者救済事業等の実施につ

 
64 2 か月ほどで答申が出されたかのように思われるが、平成 11 年 4 月から平成 12 年 3 月にかけて 10
回にわたる懇談会を開催し、諮問後も 7 回の検討会を開催して議論が重ねられている。答申の内容

については、損害保険料率算出機構『自賠責保険のすべて(13 訂版)』269 頁以下 
65 主な具体的な内容としては、自賠責保険金支払いをめぐる紛争処理機関の設置、無責事故や自損事

故の補償の検討、政策事業の内容の見直しと改善が示されていた。 
66 この事業については、「事業の実施に関する計画（自動車事故対策計画）を定め、積立金の使途とな

る対象事業が自賠法の損害賠償制度と相まって被害者の保護を増進するものである旨を明示すると

ともに、事業の適切性が確保されるよう中長期的な方向性を定め、事業の透明性を高めることとし
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いては、改正の際の附則 4 において、当分の間実施するものとされた。 

 

5.3 累積運用益の保険料充当と保険料の状況 

保険料への充当は平成 14 年 4 月 1 日から開始されたが、総額で再保険廃止時の累積運用

益約 1 兆 700 億円が配分され、平成 20 年度にかけての 6 年間で保険料への充当が行われて

いる。どのように充当を行うかであるが、平成 13 年改正に際しての保険料充当交付金の基本

的な考え方は、「当初の 3 年間は厚めに交付し、従来のユーザー負担額維持に必要な交付金を

交付することにより、急激な保険料負担額の増加を防止する」ことにあった。 

具体的な充当の状況はどうであったか。自家用乗用車 2 年契約を例にあげると、平成 14 年

には保険料は 2 万 7,630 円であり、交付金は 5,840 円であった。つまり、本来は 3 万 3,470 円

の保険料であるところ、交付金によって保険契約者の負担額は減額されている。平成 16 年度

までは同じであったが、平成 17 年度には保険料は 29,780 円となり、交付金は 1,950 円。平成

18 年度の保険料は 30,680 円で、交付金は 1,050 円。平成 19 年度の保険料は 30,830 円であり、

交付金は 900 円であった。最終的な保険料充当交付金の総額は約 8,000 億円であったが、こ

の他に約 2,600 億円が平成 13 年度までの契約分の赤字料率部分（約 1,300 億円）や平成 14 年

度以降に支払うこととなる、政府再保険金の増額分（約 1,300 億円）にも充当されている。

このように、約 1 兆 700 億円の保険料充当方式によるユーザーへの還元は順調に終了した67。 

保険料への累積運用益充当が終了した平成 20 年 4 月からの保険料であるが、交通事故件

数の減少等により、平成 17 年 4 月の基準料率改定時の予定損害率と実際の損害率の乖離が、

平成 19 年度、平成 20 年度ともに 20%を超え、自家用乗用車 2 年契約は、8,360 円引き下げ

られ、22,470 円となった。その後の改定であるが、平成 23 年度には、24,950 円、平成 25 年

度は 27,840 円へと引き上げられたが、これらの保険料算出の要素には、それでの累積収支残

の償却と再保険廃止後に民間の保険会社等に発生する累積運用益の還元が加味されている。

平成 28 年度までは 27,840 円であったが、平成 29 年度には 25,830 円と若干引き下げられ、

平成 31 年度（令和元年度）までこの保険料が続いた。以下、令和 2 年度には 21,550 円、令

和 3 年度 20,010 円と連続して引き下げられ、令和 4 年度には 17,650 円と、ついに 2 万円を

 
た」岩川勝「自賠責保険の制度改正について」法律のひろば 54 巻 12 号（ぎょうせい、2001 年 12 月）

18 頁以下 
67 このように保険料への充当は終了したが、果たしてどれだけの国民がこの充当による負担減を理解

していたかは疑問である。  
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下回る水準となった68。 

自賠責保険の保険金額の上限が死亡 3,000 万円、重度後遺障害 4,000 万円に改定された平

成 13 年の保険料と比較すると、約 6 割強のレベルとなっている。これは、交通事故件数や交

通事故死者数の劇的な減少も大きな原因ではあるが、赤字料率の下での累積収支残の充当や

累積運用益の充当など、安定した保険料率維持のための各種方策が柔軟に取られてきた結果

であるといってよい。 

  

 
68 令和 5 年度以降も変更はなく、令和 7 年度も 17,650 円である。 
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６．平成 13 年改正時の被害者救済事業等の状況と 

一般会計への繰入れ 

6.1 平成 13 年改正と被害者支援事業のための積立金 

平成 13 年改正に際し、約 2 兆円となっていた自賠責再保険特別会計の残高は、20 分の 11

と 20 分の 9 に切り分けられ、その 20 分の 9 の約 8,700 億円を運用し、平成 13 年予算では、

約 187 億円規模の被害者支援事業を中心とする各種事業を実施することとなった。この前提

には、平成 6 年と平成 7 年に行った再保険特別会計から一般会計への総額約 1 兆 1,200 億円

の繰入額の全額早期繰戻しがあった。もっとも、平成 13 年の再保険特別会計廃止時点では、

全額の繰戻しは行われておらず、約 6,000 億円が繰り戻されていないままで、平成 13 年改正

の積立金を活用した被害者支援事業が進められることとなった69。この一般会計からの全額

繰戻しが実現されないことが、令和 4 年改正の大きな要因の一つである。 

 

6.2 自賠責再保険特別会計からの一般会計への繰入れ 

令和 4 年の賦課金導入に際しては、平成 6 年度と 7 年度に行われた再保険特別会計からの

一般会計への繰入れとその繰戻しの問題が注目を集めたが、この一般会計への繰入れは、平

成 6 年において初めて行われたものではなかった。 

「昭和 58 年度の財政運営に必要な財源の確保を図るための特別措置に関する法律」（昭和

58 年法律第 45 号）により、自賠責再保険特別会計の保険勘定及び保障勘定から合計で 2,560

億円が一般会計へ繰り入れられた。これは、昭和 58 年度において大幅な税収不足が予想され

たためである。ところで、当時の累積運用益は昭和 57 年 3 月末で約 5,800 億円であり、その

約 45%が一般会計へ繰り入れられることに対しては、学会からも強い反対をうけ、さらにい

くつかの問題点が指摘された70。 

鈴木辰紀博士は次のように指摘する。『運用益は、自賠特会の資金が大蔵省資金運用部に預

 
69 繰戻しが早期に行われるであろうというのが、改正に関与した我々の共通認識でもあり、20 年以上

経過しても全額が繰り戻されていない状況などは想像すらしていなかった。 
70 鈴木辰紀「自賠責保険の収支の現状と運用益の使途」『道路交通事故被害者の保険的救済をめぐる諸

問題』所収（道路研シリーズ No.57-4、道路経済研究所、昭和 58 年）12 頁及び 13 頁の注（4）参照 
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託されて生じた利子であり、自賠責加入者の保険料の蓄積から生じている。自賠責保険審議

会の運用益に関する答申は、「保険収支の動向をも勘案し、将来の収支改善のための財源とし

て留保しておくことを考慮するほか、救急医療体制の整備及び交通事故防止対策等への活用

については状率的に行うことが適当である」としており、この趣旨は民間の保険部分だけで

はなく、国の再保険部分についても同じはずである。 

自賠責保険収支は昭和 53 年から単年度収支では赤字となっており、自賠責限度額の改定

や支払い基準の改定が無くても料率引き上げの問題が顕在化しかねない状況にあった。その

ような環境下で、本来であれば保険料負担の軽減（ないし限度額の引き上げ）等の形で契約

者に還元されるべき運用益であるのに、これを他に転用することは、契約者に負担を強いる

結果となり不当である。 

昭和 56 年度の自賠責保険の収入保険料は約 6,900 億円であり、一般会計へ繰り入れをする

2,560 億円はその 37.1%に該当し、この金額は 1 年間であれば 4 割弱、3 年間であれば年間 1

割強の保険料を軽減するに相当する金額である。』 

鈴木辰紀博士は、これらの反対意見を集約すると、おおよそ以下の 3 点となるとされる。

それは、①運用益は本来自動車ユーザーのもの、したがっていかに財政危機とはいえ、これ

を税外収入として一般財源に繰り入れるのは筋違いである、②大蔵省は一般財源に繰り入れ

た 2,560 億円につき、3 年据え置きの後 7 年で自賠特会に繰り戻すとしているが、その間（10

年）利子はつけないというのであるから、大雑把に見積もっても返還までの 10 年間に貸し出

し額とほぼ同額（2,560 億円×10%×10 年）の運用利子収入を失うことを意味し、自動車ユー

ザーに与える不利益の大きさと不当性は自明である71。③ここ数年自賠責収支が単年度では

赤字基調に転じたことから、大蔵省が自賠責保険料を 30%程度引き上げる案の検討に入った

との情報を一部のマスコミが流したことと関連して、そのようなユーザーの負担増が避けら

れない情勢であるのに、他方で収支改善のための貴重な財源である運用益を 2,500 億円余も

一般会計に貸し出すとは何事かの主張を呼び起こす結果となり、衆議院予算委員会でも竹下

蔵相が、現状に特別な変化がない限り、少なくとも昭和 58 年度中の保険料値上げはない旨を

明言せざる得ない事態となった。 

これらの反対論の他にも、現実問題として、ひとたび一般会計への転用の途を開けば、外

国為替資金特別会計の剰余金の一般会計への繰入れに見られるように、これが実績化し、次

年度以降も恒常的に組み込まれる危険性が十分にあるとも指摘された72。 

 
71 この無利子であるという点も議論を呼び、批判の対象とされた。平成 6 年及び平成 7 年の繰入に際

しては、利子相当分を含めた繰戻しが行われることとなった。 
72 この危惧感は、平成 6 年度と平成 7 年度の繰入れに対する繰戻しの大幅な遅延についても当てはま

るものである。 
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この昭和 58 年度に自賠特会から一般会計へ繰り入れられた 2,560 億円は、昭和 61 年度に

122 億円、そして昭和 62 年度に 2,438 億円が一括して返済されている。このように短期間で

返済された理由には、昭和 59 年 12 月 19 日の自賠責保険審議会の答申があるといえる。こ

の答申では、一般会計に繰り入れた 2,560 億円を含め、累積運用益の合計約 6,570 億円を昭和

60 年契約年度以降 5 年間の保険収支の改善に充当し、保険料引き上げ幅の圧縮に活用するの

が適当であるとされた。昭和 60 年 4 月 15 日に実施された料率の引き上げは 15 年ぶりであ

り、全車種平均で 29%の引き上げとなった。 

昭和 60 年以降の国の財政は、プラザ合意後の円高と景気回復による好転もあったが、それ

ばかりではなく、繰戻しが長期化すると、昭和 60 年の料率改定の前提が崩れ、さらに大幅な

料率の改定が必要となる可能性が生じることを恐れたために、この早期の繰戻しが行われた

とみることも可能である。 

なお鈴木辰紀博士は、むすびの中で、「自賠責の運用益をめぐっては、その使途の妥当性に

十二分の配慮を払うべきで、そのためにも自賠責審議会での適切なチェックに多くの期待を

寄せざるを得ない。財政危機が深刻化している折とはいえ、自賠責特会の運用益が一般会計

に繰り入れられて一般財源として用いられることには合理性がない。このような理不尽が敢

えて行われるなら、それはやがて国による 6 割再保険制度の見直しに連なる可能性が十分に

ある事を知るべきである」と指摘されている73。 

 

6.3 平成 6 年及び 7 年の繰入れと繰戻し及び事業仕分け 

昭和 58 年に行われた再保険特別会計からの一般会計への繰入れは、運用益はユーザーの

ものであるという性質論から大きな批判を浴びたが、当初の 10 年ではなく、昭和 61 年と昭

和 62 年の二回に分けて全額が繰り戻されたため、それ以上の批判や注目を受けることはな

かった。しかし、平成 6 年度74に 8,100 億円、そして平成 7 年度75に 3,100 億円を再保険特別

会計から一般会計へ再び繰り入れることとなった。平成 6 年度であるが、バブル崩壊後の厳

しい経済情勢の中で、歳出増による経済の回復が必要であるにも関わらず、税収減による歳

入減が発生した。しかし、平成 2 年度以降に継続していた特例公債の発行をゼロとするため

 
73 理由は別であるが、平成 13 年の改正でこの再保険制度は廃止されるに至った。 
74 平成 6 年度における財政運営のための国債整理基金に充てるべき資金の繰入れの特例等に関する法

律（平成 6 年法律第 43 号） 
75 平成 7 年度における財政運営のための国債整理基金に充てるべき資金の繰入れの特例等に関する法

律（平成 7 年法律第 60 号） 
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に、歳入と歳出の両面からやりくりを行い、約 5 兆円の財源を確保した。その 1 つが自賠特

会からの繰入れによる歳入確保であった76。平成 7 年度は、阪神・淡路大震災からの復興へ

の対応等により、平成 6 年度によりもさらに厳しい歳入不足が予想されたためのものであり、

約 6 兆円の財源が確保された77。 

平成 6 年度と平成 7 年度に行われた合計 1 兆 1,200 億円の自賠特会から一般会計への繰入

れの特別会計への繰戻しであるが、これは平成 8 年度から開始され、再保険制度が廃止され

た平成 13 年度までに 6,352 億円が繰り戻された。その後も順調な繰戻しが続くと思われた

が、平成 14 年度の繰戻しは行われず、平成 15 年度に 569 億円が繰り戻されたのを最後に、

繰戻しは平成 30 年度まで、実に 15 年にわたって行われなかった。 

平成 22 年には、民主党政権下での特別会計の事業仕分けが行われ、自動車損害賠償再保険

特別会計から名称変更された交通安全特別会計がその検討対象となった。特別会計の廃止と

一般会計への繰入れを危惧した自動車ユーザーや被害者団体、そして学識経験者が中心とな

り、「自動車損害賠償保障制度を考える会」を立ち上げ、早期の繰戻しと特別会計の事業仕分

けによる一般会計への移管に強く反対する活動を行った。特に特別会計に積み立てられてい

た被害者救済事業のための積立金は、税金が原資なのではなく、自動車ユーザーによる自賠

責保険料が原資となっており、自動車ユーザーに対する背信的な行為であることなどを強く

主張した。最終的には、この特別会計のうち、自動車検査登録勘定が廃止の対象と判定され、

自動車事故対策勘定はそのままとされた78。また、自動車事故防止対策事業及び被害者保護

対策事業に関しては、それぞれ内容の見直しを行うこととなった79。 

  

 
76 歳出削減措置としては、約 4 兆 1,900 億円の国債整理基金への繰入停止等があった。 
77 平成 6 年度と同様に、約 5 兆 3,000 億円の国債整理基金への繰入停止等による歳出削減措置と、自

賠特会からの 3,100 億円を含む約 6,600 億円の歳入確保措置が取られた。 
78 私は「自動車損害賠償保障制度を考える会」の座長を務めた。自動車交通安全特別会計の維持には

成功したが、繰戻しの問題は残っていた。 
79 平成 23 年度の予算案において、自動車事故防止対策事業と救急医療機器整備事業は縮減され、重度

後遺障害者支援については、充実が図られた。 
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７．繰戻しの再開へ向けた動きと積立金の取崩し 

7.1 繰戻しの再開と積立金の減少 

交通安全特別会計の自動車事故対策勘定が維持されたことから、「自動車損賠賠償保障制

度を考える会」の活動は一時中断した。しかし、平成 22 年度以降も繰戻しは実現されておら

ず、金融庁の「自賠責保険審議会」や国土交通省の「今後の自動車損害賠償保障制度のあり

方に係る懇談会」では、毎回のように早期の全額繰戻しの要望が出されていたが、特別会計

への繰戻しは行われないままであった。そのため、国土交通省による被害者救済事業は積立

金を切り崩す形で継続せざるを得ず、積立金の減少と交通事故被害者支援事業の将来の行方

に被害者団体やユーザー団体を中心に危機感が広まり、「自動車損害賠償保障制度を考える

会」は平成 29 年に活動を再開することとなった。平成 29 年 9 月 4 日には要望書を作成し、

国や国会関係者に強く働きかけて行くこととなった80。平成 29 年から令和 4 年にかけて会は

積極的に活動を行い、国土交通大臣はもとより、財務大臣へも複数回にわたる陳情を繰り返

して行うなど、広く国や国会関係者などへも働きかけを強めていった。その効果もあってか、

長期に渡って中断していた繰戻しは、平成 30 年から再開されることになる。 

平成 30 年には 23 億円、令和元年には当初予算と補正予算を合計して 49 億円、令和 2 年

には同じく 48 億円が繰り戻された。しかしながら、これらの繰戻額は被害者支援事業等を賄

うのには十分な金額ではない。平成 14 年には 2,545 億円81であった自動車事故対策勘定の積

立金は、平成 16 年度には補正予算による平成 15 年度の繰戻し 508 億円82があったため、2,845

億円へと増えたものの、平成 20 年には 2,472 億円、平成 25 年には 2,132 億円、平成 30 年に

は 1,729 億円へと減少した。繰戻しが継続されている平成 30 年以降も積立金残高は減少を続

けており、令和元年には 1,655 億円、令和 2 年には 1,582 億円、そして令和 3 年には 1,504 億

円まで減少してしまった。 

国土交通省の試算によると、令和 3 年度予算と同程度の被害者支援事業を実施し、繰戻額

を毎年 47 億円とし、不足額は積立金の取崩しで賄うとした場合、令和 9 年には積立金は 944

億円と 1,000 億円を割り込み、令和 14 年には 458 億円と 500 億円を割り込み、令和 18 年に

 
80 https://www.aba-j.or.jp/activity/opinion/1668/ 
81 一般会計へ繰り入れた額は含まれていない。 
82 平成 15 年度の補正予算により、569 億円が繰り戻されたが、自動車事故対策勘定に 508 億円、保障

勘定に 61 億円が充当されている。 
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は 69 億円と 100 億円を割り込み、最終的には令和 19 年には残高がゼロになるとされた83。

ここでの問題は、令和 3 年度と同程度の被害者救済対策の内容とその維持が、はたして真の

被害者対策の充実へとつながるのか、現在の被害者救済対策は果たして十分なのか、医療技

術の発展などによる新技術の被害者救済対策への採用が、現状のままでは困難になるのでは

ないか、さらには、老朽化の進む療護施設の更新に多大な障害が生じるのではないかなどの

疑問である。現状のままでは積立金は底をつき、一般会計から被害者支援事業を行うとする

と、かなりの事業が見直されあるいは廃止される可能性があるのではないかとも心配され、

そのため、一刻も早い対応が必要ではないかと考えられた。 

「自動車損害賠償保障制度を考える会」として早期繰戻しの実現に向けて当時の赤羽国土

交通大臣に要望をした際84、赤羽大臣は交通事故被害者支援事業のさらなる充実の必要性に

ついても共感を示され、これが「今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討会」

へとつながった85。 

 

7.2 今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討会の設置 

国土交通省による交通事故被害者救済対策は、平成 18 年度に取りまとめられた「今後の自

動車損害賠償保障制度のあり方に関する懇談会」において示された方針に基づいてそれまで

進められてきたが、すでに 10 年以上が経過し、自動車事故被害者救済対策をめぐる情勢は変

化してきた。そこで、効果的かつきめの細かい被害者救済対策のあり方を検討するために、

令和 2 年 8 月に「今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討会」がスタートし

た86。 

自動車事故被害者救済対策のあり方については、国土交通省と被害者団体は、平成 22 年度

から定期的な意見交換会を行ってきたが、特に令和元年度の意見交換会では、①支援制度の

周知、各種相談支援窓口等との適切な連携および情報提供の充実、②短期入院・入所の利用

促進をはじめとする在宅生活の支援と介護者なき後を見据えた取組の充実、③支援施策の充

実に向けた取り組みが、今後の取組の方向性として示され、この方向性に従って、「今後の自

 
83 第 2 回「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」資料 3、15 頁 
84 令和 2 年 11 月 11 日の要望書提出の際のことである。 

http://response.jp/article/img/2020/11/11/340254/157809.html 
85 赤羽大臣への早期繰戻の要望書の提出は平成元年 11 月 22 日が第 1 回目であり、翌年 11 月には 2 回

目の要望書の提出が行われた。 
86 この検討会において、私は座長を務めた。 
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動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討会」でも各種の具体的な施策について検討を

進めることとなった。 

あり方検討会においては、①療護施設の充実、②リハビリ機会の確保、③介護者なき後へ

の備え、④事故直後の支援、以上の 4 点が検討すべき重要な論点として確認された。以後こ

の検討会は、令和 3 年 7 月 6 日に国土交通大臣あての報告書を提出するまで、4 回の検討会

を開催した。 

報告書の概要は次の通りである87。まず、被害者救済の目指す方向として、後遺障害の残っ

た者が治療やリハビリの機会の提供を安心して受けられる環境を整備することと、介護者な

き後に対する不安や事故直後における不安の軽減を図るため、安心できる支援策を具体化す

ることが確認された。 

論点①の療護施設の充実における課題については、関東地方の療護施設で生じている待機

患者の解消を図るべきであり、その対策として関東地方の小規模委託病床の拡充を図ること

とが示された。療護センターの老朽化対策としては、真に必要な機能確保に努めるほか、最

も経済的かつ効率的な方法による老朽化対策を実施することとされた。療護施設のあり方の

検討については、療護施設全体の体制を維持するとともに、提供する「サービスの充実」に

重きを置くという方向となった。 

論点②のリハビリの機会確保等については、脊髄を損傷し、重度後遺障害を負った方を中

長期間受け入れる病院を選定・支援することとされた。また、維持期・慢性期において十分

なリハビリテーションを受ける場が少ないという点については、リハビリに意欲的に取り組

む協力病院を選定し、重点的に支援するとともに、情報提供を強化することとされた。さら

に、高次脳機能障害者の自立訓練と社会復帰の促進については、高次脳機能障害に対する十

分な理解・知見を有し、自律訓練を提供している先駆的な事業者を試行的に支援し、効果的

な支援策を検討することとされた。利用者が必要としている医療行為等への対応が可能な施

設が限定的であることを踏まえた短期入所の利用促進策の検討については、重度後遺障害者

の利用実績の多い施設を個別に調査・分析したうえで、利用促進策を検討することとされた。 

論点③の介護者なき後への備えであるが、介護者の高齢化等を踏まえ、「生活の場」の確保

をさらに進めるべきという点については、グループホーム等における厳しい人手不足の状況

等を踏まえ、これまで以上に充実した支援策を講じることにより、自動車事故被害者の受け

入れ拡大に資する施策を検討することとし、介護者亡き後に至る前段階から地域で支えるネ

ットワークの構築を支えるべきという点については、ニーズに応じた相談先の紹介等につな

 
87 「今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討会」報告書概要 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001414832.pdf 
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げられるよう自治体等とのつながりの強化を検討することとした。 

論点④の事故直後の支援については、事故被害者の精神的ケアを図るとともに、情報提供

の充実を図るべきであるという点については、事故被害者等を対象とした精神的ケアや情報

提供の充実を図ることを検討することとした。 

これらの 4 論点の他にも、今後留意すべき事項として、障害福祉分野における技術革新へ

の配慮については、自動車事故被害者が安全・安心な障害福祉サービスの提供を継続して受

けることができるよう、今後の ICT にかかる技術革新の動向等に配慮し、必要な施策を検討

することが適当である。自動車事故被害者をめぐる状況に対応した施策の継続検討について

は、報告書で一定の方向性をまとめた事項についても、変化の速度を増している社会情勢の

変化を踏まえて、不断の見直しを継続する。被害者対策の将来的な継続性・安定性を確保す

るための方策の検討については、事故対策勘定によって自動車事故被害者救済対策を実施す

るスキーム確立以降の状況変化を踏まえた同対策を、安定的かつ継続的に実施するための方

策を検討することが適当であるとした。 

 

7.3 今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会 

「今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討会」は、令和 3 年 7 月に国土交

通大臣への報告書の提出をもってその任務を終了したが、被害者団体を中心に、各種被害者

支援事業の継続的な実施に大きな不安が寄せられた。また、被害者支援事業としてこれまで

採用されてはいないものの、新規に採用すべき事業の存在なども明らかになってきた。提出

された報告書では、今後の自動車事故被害者救済対策のさらなる充実の方向性が示された。

また、留意点として、政府再保険制度の廃止時に残った再保険料の累積運用益の一部で形成

した自動車安全特別会計自動車事故対策勘定の積立金を活用して自動車事故被害者救済対策

を実施するスキームは、平成 13 年の法改正によって整備されたものであるが、金利情勢な

ど、その後の状況変化を踏まえ、自動車事故被害者救済対策を将来にわたって安定的かつ継

続的に実施するための方策に関する検討を進めることが適当であるとされた。つまり、平成

13 年改正の際に被害者救済対策事業等を継続的に実施するために採用された、約 9,000 億円

の積立金の運用というスキームに無理がある事を明らかにした。一般会計からの全額繰戻し

が実現されておらず、積立金を切り崩すことでこれまで対応してきたこと。仮に全額の繰戻

しが実現されたとしても、低金利下における運用利回りの状況は、平成 13 年に採用したスキ

ームがもはや維持できないことを示しているとの指摘である。 

この報告書を受けて、国土交通省は次のような趣旨で「今後の自動車事故対策勘定のあり
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方に関する検討会」を立ち上げた88。 

『令和 3 年 7 月に「今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討会」の報告書

が取りまとめられた。 

当該報告書では、今後の自動車事故被害者救済対策のさらなる充実の方向性が示された。

また、政府再保険制度の廃止時に残った再保険料の累積運用益の一部で形成した自動車安全

特別会計自動車事故対策勘定の積立金を活用して自動車事故被害者救済対策を実施するスキ

ームは平成 13 年の法改正によって整備されたものであるが、金利情勢など、その後の状況変

化を踏まえ、自動車事故被害者救済対策を将来にわたって安定的かつ継続的に実施するため

の方策に関する検討を進めることが適当であるとされた。 

また、自動車損害賠償責任再保険特別会計から一般会計への繰入金の自動車安全特別会計

への繰戻しについて、その期限が令和 4 年度末に到来するところ、一般会計の状況も一定程

度考慮しつつ、その取扱いについて検討を要する。 

こうした状況を踏まえ、自動車事故被害者救済対策を含む自動車事故対策を将来にわたっ

て安定的かつ継続的に実施していく観点から、自動車事故対策勘定の今後のあり方を検討す

るため、自動車局に有識者や自動車ユーザー団体、自動車事故被害者・遺族団体からなる行

政運営上の検討会を設置する。』 

今後の自動車対策勘定のあり方に関する検討会は、令和 3年 8月 27日からスタートしたが89、

第 3 回の検討会においては、それまでの論点が整理された90。論点①安定的な財源の必要性

については、「今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討会報告書」において取

りまとめられた事項の着実な実行、自動車事故被害の発生防止及び被害軽減を図るため、「第

11 次交通安全基本計画」、「事業用自動車総合安全プラン 2025」及び「交通事故のない社会を

目指した今後の車両安全のあり方について」において策定された目標や方針を着実に達成す

るための施策の実行、そしてこれらの施策を長期にわたり実施して行くための持続可能性の

確保が課題とされた。論点②安定的な財源の確保策については、一般会計から自動車安全特

別会計への繰戻しのあり方、新たな財源について自動車事故対策事業は自動車事故被害者及

 
88 第 1 回「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」資料 1 

https://www.mlit.go.jp/common/001420616.pdf 
89 この検討会は合計で 13 回開催されたが、第 6 回の検討会において中間とりまとめが行われ、安定的

な財源確保の手段としての新たな賦課金の導入が合意された。第 7 回以降の検討会は、被害者支援

や事故防止対策の具体的な検討事項や、効果検証の手法が検討された。第 11 回において賦課金額の

考え方についての検討がなされ、第 12 回の検討会において具体的な賦課金額が合意された。第 13
回（最終回）において最終とりまとめ案が合意された。 

90 第 3 回「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」資料 1  
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001429265.pdf 
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びその家族や遺族、自動車ユーザー等の車社会の構成員を対象とした事業であることを踏ま

え、受益と負担の関係を最も明確に整理することができる手法、新たな財源について徴収事

務における負担の軽減等の課題への対応、自動車事故対策勘定の積立金のあり方が課題とさ

れた。論点④安定的な財源の使途については、自動車事故被害者及びその家族・遺族の将来

に向けた安心につながる施策との関係、自動車事故被害の発生防止及び被害軽減に資する施

策との関係、実施する施策の効果検証のあり方が課題とされた。 

第 4 回の検討会では、さらに論点が整理され、議論を深めることとなった91。論点①の安

定的な財源の必要性については異論がないところから、この考え方を維持することとし、論

点②の安定的な財源の確保策については、一般会計から自動車安全特別会計への繰戻しのあ

り方、新たな財源について、自動車事故対策事業は自動車事故被害者及びその家族や遺族、

自動車ユーザー等の車社会の構成員を対象とした事業であることを踏まえ、受益と負担の関

係を最も明確に整理することができる手法について、そして自動車事故対策勘定の積立金の

あり方についてさらに議論を深めることとなった。論点③の新たな財源の使途については、

実施する施策の効果検証のあり方についてさらに検討を加えることとなった。 

第 4 回の検討会では、今後の事故対策事業の歳出規模についても踏み込んだ議論がなされ

た。令和 3 年度予算ベースでは、被害者等救済対策事業に約 104 億円、事故発生防止対策に

約 25 億 4 千万円、共通経費として約 15 億 2 千万円が計上されているところ、被害者等救済

対策の充実と事故防止対策の充実にどれぐらいの予算が必要であるかが検討対象となった。

特に、被害者等救済対策の充実は、「今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討

会」が報告書で示した各種施策の実施に必要な予算規模はどの程度であるかの検討が必要と

された。 

さらにこの第 4 回の検討会では、一般会計からの繰戻しの継続を前提とし、積立金の取崩

しと新たな賦課金の歳入と歳出のバランスの重要性が認識された92。事故対策勘定における

積立金の位置づけについては、現行の（令和 4 年改正前）積立金は、その運用益を自動車事

故対策計画に基づく交付等の経常的な歳出の財源に充てるものであった（特別会計に関する

法律附則第 62 条）93。もっとも、平成 13 年改正時のスキームは崩れ、恒常的な切り崩しが

 
91 第 4 回「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」資料 2  

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001443160.pdf 
92 第 4 回「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」資料 2  

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001443160.pdf 
93 特別会計に関する法律附則第 62 条第 1 項は、自動車事故対策勘定において、毎会計年度の歳入歳出

の決算上剰余金を生じた場合には、当該剰余金のうち、自動車事故対策計画を安定的に実施するた

めに必要な金額を、積立金として積み立てるものとする 第 2 項 前項の積立金は、自動車事故対

策計画を実施するために必要がある場合には、予算で定める金額を限り、自動車事故対策勘定の歳
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行われていた。 

新たな賦課金制度の導入によって、積立金の位置づけがどう変わるかであるが、経常的な

歳出の一部に充てる財源に充てるものとなる。そして、積立金の取崩しと一般会計からの繰

戻し、そしてこれらの財源で賄いきれない部分を新たな賦課金で穴埋めする形へと変更され

る。将来的な積立金の位置づけについては、自然災害や感染症対策などの非常時の備え等の

臨時的な歳出の財源に充てるものという方向性が示された。現行の積立金で賄っている毎年

度の経常的な歳出は、段階的に一般会計からの繰戻しと賦課金からの歳入へとシフトするこ

とになる。 

第 5 回の検討会では、より具体的な方向へと議論が展開された94。被害者支援及び事故防

止のために今後必要な施策の実施のためには、各々約 30 億円の新たな歳出が必要であり、歳

出全体で約 200 億円程度と見込まれた。この 200 億円の歳入をどのように確保するかについ

ては、2 パターンが事務局から提示された。一般会計からの繰戻しは 54 億円+αとしたうえ

で、積立金の取崩しを毎年約 46 億円とし、賦課金からの歳入を約 100 億円とするパターン 1

と、積立金の取崩しを毎年約 73 億円とし、賦課金からの歳入を約 73 億円とするパターン 2

である。 

財源確保に関する議論の中では、自動車安全特別会計の保障勘定と自動車事故対策勘定を

統合したうえで自動車事故対策事業を行い、その内容は保障事業、被害者支援そして事故防

止の 3 つとする。これまでのひき逃げ被害者等を救済するための保障事業のための賦課金を

拡充し、自動車事故対策事業のための歳入の一部とすることが提案された。 

この第 5 回の検討会に際し、私は以下のような取りまとめの試案を提出した。 

 

とりまとめ私案（福田メモ）95  

１．安定的な財源の必要性 

リハビリ機会の充実やより先進的な安全技術の普及など、被害者支援や事故防止のさら

なる充実が必要不可欠であると思慮される。 

一方、運用益で賄う当初の財源スキームが崩れており、また、国の財政が急激に好転す

るということはなく、財源はいずれ枯渇のおそれがあり、現実的な考え方をすることが重

要であると考える。 

 
入に繰り入れることができる 以上のように定めていた。 

94 第 5 回「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」資料 3   
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001448108.pdf 

95 第 5 回「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」当日配布資料 
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001448110.pdf 



 

39 

被害者やご家族が安心して生活できる社会の実現に向け、繰戻しを前提に安定的な財源

を確保し、持続可能な仕組みへの転換が必要であると考える。 

 

２．安定的な財源確保のあり方 

一般会計からの繰戻しは、大臣間合意を踏まえ継続して行われることを念頭におくこと

が大前提である。 

財源の確保手法については、受益と負担の関係を最も明確に整理できる賦課金方式が現

実的な選択肢ではないかと考えられる。 

負担額については、ユーザーの負担を考慮しつつ、財政需要の規模や事故対勘定の積立

金として確保すべき水準を勘案して検討することが重要である。 

保障勘定と事故対勘定を統合するとともに、保障勘定の剰余金をひき逃げ等の被害者の

損害の塡補に支障のない範囲で活用すること等によって、自動車ユーザーの賦課金の負担

軽減を図ることが必要である。 

 

３．安定的な財源の使途 

受益と負担の関係から、負担者の納得感が得られるようにすべきであることは論を待た

ない。 

費用対効果を意識することが重要である。 

法律その他の措置により使途を明確化することが必要である。 

施策の「見える化」を行い、その効果検証を定期的に行うことが必須である。 

 

４．実施時期及び継続検討事項  

被害者・遺族の先行き不安をできる限り早く払拭できるよう、可能な限り早期安定的な

財源を確保することが必要であり、現状ではあまり時間的な余裕は無いように思われる。  

詳細な賦課金額の水準、自動車事故対策事業のあり方については継続して検討を行うこ

とが必要である。 

 

私がこのようなメモを提出したのは、財源をどのように確保するのかという議論の中で、

まずは一般会計からの早期全額繰戻しという主張にこだわりすぎると、最終的には全ての議

論が先送りになるのではないかという危惧感からであった。どういうことかと言えば、新た

な賦課金の創設によって自動車ユーザーに新たな負担を求めるよりも、全額繰戻しがまず実

行されなければならないという主張は正論であるが、次のような大きな問題がある。それは、

①全額が繰り戻されたとしても、その運用益では必要な事業の歳出を賄うことはできず、平
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成 13 年のスキームは破綻していること、②全額繰戻しの議論によって時が経過し、新たな被

害者救済支援事業の実施に大きな遅れが生じるのは避けなければならないこと、③この主張

を続けているうちに、積立金の切り崩しは進み、新規事業の実施さえ困難になるのではない

かということ、④全額繰戻しは、わが国の財政状況からは極めて困難な話であり、ようやく

再開できた一般会計からの繰戻しが継続することを前提とした方が合理的であると思われる

こと、⑤賦課金の導入については、平成 13 年の附帯決議や国会答弁においても提示されてお

り、平成 13 年改正の際の積み残しであるともいえること、⑥賦課金の導入によって、被害者

救済支援事業の位置づけが変更され、本則に規定され、自賠責保険の新たな柱の一つとなる

ことの方が、被害者救済支援のためにも望ましいと思われること、以上の 6 点であった。 

私の意見は委員の皆さんにもおおむね好意的に受け入れられ、第 6 回の検討会では中間と

りまとめ案の概要が示されたが96、具体的な内容としては、一般会計からの繰戻しを前提と

して、「自動車事故対策事業」を持続的に実施できる仕組みへの転換が必要であるとした。さ

らに、その対応の方向性としては、①持続可能な仕組みへの転換は、一般会計からの繰戻し

の継続を前提に、安定的な財源を確保すべきである。②安定的な財源確保のあり方としては、

事故対勘定と保障勘定を統合の上、賦課金を拡充し、安定的な財源を確保する。③安定的な

財源の使途は、使途の明確化、定期的な効果検証を行うべきである。④導入時期については、

準備期間を踏まえつつ、可及的速やかに制度設計を行う。さらに、⑤ユーザーの理解を得る

ため、安定的な財源の必要性を含め、被害者支援等の周知・広報を見直す。なお、詳細な賦

課金額の水準、歳出のあり方については今後も引き続き検討することとなった。 

 

7.4 改正案と国会審議 

第 7 回の検討会において、自動車損害賠償保障及び特別会計に関する法律の一部を改正す

る法律案の具体的内容として、①現行では、賦課金を財源として保障事業を恒久的に実施す

ることを本則とし、②有限の積立金を財源とし、被害者支援及び事故防止を内容とする自動

車事故対策事業を附則によって当分の間実施することとしているものを、拡充した賦課金及

び有限の積立金を財源とし、①保障事業と②被害者支援と事故防止からなる被害者保護増進

等事業を本則として恒久的に実施するものとすること、自動車安全特別会計における保障勘

定と自動車事故対策勘定を、自動車事故対策勘定に統合することを内容とすることが確認さ

 
96 第 6 回「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」資料 3   

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001460010.pdf 
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れた97。 

この改正法案は、令和 4 年 2 月 25 日に閣議決定され、参議院先議として審議が行われた。

自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会の藤田座長、小沢委員そして私が参考人として

招致され、4 月 7 日の参議院国土交通委員会において参考人質疑98が行われた99。 

私の意見の概要は以下の通りである。今回導入予定の賦課金は、再保険を廃止した際の衆

議院及び参議院の附帯決議において、「社会経済情勢の推移等を踏まえ、施行後 5 年以内の賦

課金導入の可能性の検討」が示されており、改正から 20 年を経過し、今回はこの賦課金を選

択する必要が生じたための改正であると理解している。自動車ユーザーは交通事故の被害者

にも加害者にもなるが、これが自動車ユーザーの負担する自賠責保険料を被害者救済事業に

利用することが許される理由である。自賠責保険は、単に被害者に対する賠償資力の確保だ

けではなく、被害者救済事業とセットとなった、自動車ユーザーによるいわば自助・共助の

仕組みである。自賠責保険と被害者救済事業は表裏の関係に立ち、このような自動車保険制

度は比較法的に見ても例がなく、世界に誇ることのできる被害者救済のための制度である。

今回の賦課金導入により、これまでは附則として、限りのある積立金を原資として、「当分の

間」実施されるものとされていた被害者救済事業を、本則によって恒久的に実施することと

なり、この制度の安定的かつ継続的な維持が可能となる。 

このような評価をしたうえで、5 点を指摘した。①この法改正の当然の前提として、繰戻

しの継続及び早期の全額返済がある。②被害者救済事業の必要性や効果の定期的な検証の必

要性がある。③賦課金の導入に際しては、負担者である自動車ユーザーの納得感を得られる

ようにすべきであり、丁寧な説明と広報により理解を得る活動が必要である。④賦課金のレ

ベルは自動車ユーザーに負担感をあまり与えることがないレベルであるべきである。⑤実際

の賦課金額は今後の議論が予定されているが、慎重な議論が必要であり、自動車ユーザーの

納得感と理解を得ることが必要である。 

参議院では 4 月 12 日に政府参考人が出席しての質疑と採決が行われ、委員会を通過し、4

月 13 日には本会議で採決が行われ、衆議院へと送られた。衆議院では 6 月 3 日に参考人質

疑100、6 月 8 日に政府参考人が出席しての質疑と採決が行われ、6 月 9 日の本会議で可決され

 
97 第 7 回「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」資料 1  

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001477778.pdf 
98 政府参考人が出席しての質疑は 4 月 12 日であった。 

https://kokkai.ndl.go.jp/#/detailPDF?minId=120814319X00820220412&page=1&spkNum=0&current=3 
99 第 208 回国会参議院国土交通委員会第 7 号令和 4 年 4 月 7 日 

https://kokkai.ndl.go.jp/#/detailPDF?minId=120814319X00720220407&page=1&spkNum=0&current=3 
100 衆議院の参考人は、参議院と同じく自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会の藤田座長、小沢

委員そして私の 3 名であった。参考人質疑については、 
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た。なお、両議院の委員会では、附帯決議がなされた101。 

 

7.5 賦課金の水準の決定 

法改正によって新たな賦課金の導入は決定したが、具体的な賦課金の額は未確定のままで

あった。また、導入の時期についても意見の違いがみられた。特に導入の時期については、

できるだけ多くの一般会計の繰戻しを求めることがやはり先決ではないかとの意見があり、

それによって賦課金の額もできるだけ低額に抑えることが可能ではないかとの意見もあった。

具体的な導入の時期と賦課金の額の決定に際しては、①一般会計からの繰戻額 ②新規事業

を含む被害者支援・事故防止事業の予算額、③維持すべき積立金の額と毎年の取り崩し額、

④新たな賦課金収入、⑤どの程度のスパンでこのスキームを考えるのか。これらの検討が必

要であった。 

第 10 回の検討会（令和 4 年 9 月 29 日）において具体的な検討に入った。一般会計からの

繰戻額については、令和 4 年当初予算の繰戻額である 54 億円を基準とすることとした。そ

して、予算額については、おおむね 200 億円程度とされた。制度改正後に財源の構成割合を

どう考えるかの点であるが、これについては、現在の一般会計からの繰戻しと積立金の取り

崩し等からなる財源を、フェーズ 1（一般会計からの繰戻し、積立金の取り崩し、そして賦

課金を財源とする期間）とフェーズ 2（一般会計からの繰戻しと賦課金を財源とする期間）

に分けて考えることとなった102。ここで重要なのは、1,441 億円の積立金を何年かけて取り崩

すかという検討である。両院の附帯決議によって、一定期間はユーザーの負担抑制に活用し、

そののちは自然災害への対応等臨時的な歳出に充てるために必要な規模を維持することとさ

 
https://kokkai.ndl.go.jp/#/detailPDF?minId=120804319X01720220603&page=1&spkNum=0&current=3 

101 参議院の附帯決議は 8 項目、衆議院の附帯決議は 9 項目にわたるが、共通する要点は、運用益の一

般会計繰入れや積立金を財源とした枠組みが破綻したことが、事業継続を困難としたことについて、

説明責任を果たすとともに、被害者支援・事故防止の維持に責任を果たすこと。早期かつ着実に繰

り戻す措置を講ずること。被害者等支援につき、介護者亡き後対策、高次脳機能障害への対応、遺

族への精神的ケア等の充実を図ること。新たな賦課金の導入に当たっては、被害者等支援や事故防

止の現状及び課題について積極的に情報を発信し、自動車ユーザーの理解を得られるよう、また負

担抑制に努めること。新たな賦課金を求めることとする以上、効果検証を適切に行うとともに、毎

年実施すること。独立行政法人自動車事故対策機構は、運営体制を効率的なものとし、管理業務の

簡素化等を図ること。第 8 回「今後の自動車事故対策勘定の在り方に関する検討会」資料 1 
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001486726.pdf 

102 第 10 回「今後の自動車事故対策勘定の在り方に関する検討会」資料 2 
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001515679.pdf 
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れているが、維持すべき規模については、500 億円とされた。その結果、約 940 億円を何年

かけて取り崩すのかによって、3 案が提示された。まず、取り崩し期間を 40 年程度とし、そ

れ以後は見直す案をＡ案とした。A 案によると、積立金の取り崩しは毎年約 25 億円で、賦課

金は約 120 億円必要となる。次に取り崩しの期間を 20 年程度とし、それ以後は見直す案を

Ｂ案とした。B 案によると、積立金の取り崩しは毎年約 45 億円であり、必要な賦課金は約

100 億円となる。そして、取り崩しの期間を 10 年程度とし、それ以後は見直す C 案は、積立

金の取り崩しは毎年約 75 億円であり、必要な賦課金は約 75 億円となる。議論はあったが、

最終的には B 案が多くの委員からの支持を受けた。  

次に具体的な賦課金の金額については、これまでの政府保障事業のための賦課金と同じ算

出方法でよいのかという問題がある。これまでの賦課金は、保険料に連動する形で算出され

ており、純保険料に含まれ、被害者に支払われる純賦課金と、付加保険料位から代理店手数

料を除いた額に社費に占める損害調査費の割合等を乗じて算出する付加賦課金がある103。改

正によって導入される新たな賦課金は、被害者救済支援事業と事故防止対策事業に活用され

ることになることから、これまでの保障事業の賦課金と同じ算定方式ではなく、異なった考

え方及び算定方式ですべきではないかと論点が生じた。これは、これまでの保障事業の賦課

金とは性質が異なる点による。そして、自動車ユーザーの負担をできるだけ軽くし、負担感

を与えないという観点から、全車種一律・同一が適切なのか、それとも車種グループ別が適

切なのかという論点も浮上した。これまでの賦課金の具体的な額については、全車種に一律・

同一の賦課金とする前提で議論が進められており、その額についても 150 円を超えない範囲

とすることが前提であった。これついては、複座なカテゴリー分けについて異論があった。

150 円を前提とし、若干の段差を付ける方向で意見が集約された。事務手続き等の上からも

その程度の簡素化は必要であろうということで意見が集約された。 

第 11 回の検討会（令和 4 年 11 月 25 日）では、具体的な賦課金の額についての方向性が検

討された。新たな賦課金の考え方について、自賠責保険料が車種によって異なることから、

全契約台数の約 4 分の 3 を占める自家用乗用車を中心におき、これより業務用車両などのリ

スクの高いグループと原動機付自転車等のリスクの低いグループの 3 グループに分ける案が

提示され、この考え方で進めることなった104。 

具体的な賦課金の方向性は固まったが、自賠責保険の保険料への影響が心配されることと

なった。それは、この賦課金の導入により保険料が上昇するとなると、かなりの批判が生じ

る恐れがあったからである。この点について私は次のように考えていた。被害者救済支援事

 
103 損害保険料率算出機構『自賠責保険のすべて（13 版）』（保険毎日新聞社、2020 年）155 頁 
104 第 11 回「今後の自動車事故対策勘定の在り方に関する検討会」資料 3  

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001573925.pdf 
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業の充実のためにも、新たな賦課金の導入はできるだけ速やかに行う必要がある。しかし、

コロナ禍などの影響で、諸物価の高騰が注目を集めているところ、たとえ被害者救済支援事

業等の充実のためとはいえ、「値上がり」というタイトルだけ思わぬ誤解や批判を生む恐れが

強いと危惧された。事実、この新たな賦課金の導入が決まってからの報道は、「新たな賦課金

導入により自賠責保険の保険料は値上げへ」という論調が目立ったことは事実である105。 

第 12 回の検討会は令和 5 年 1 月 16 日に開催されたが、ここで最終的な賦課金の額が決定

された。一番リスクの高いグループ 1 は 150 円、自家用乗用車などのグループ 2 は 125 円、

原動機付自転車等のグループ 3 は 100 円となった。 

この決定のタイミングであるが、令和 5 年 1 月 13 日に開催された自賠責保険審議会にお

いて、料率検証の結果、令和 4 年度及び令和 5 年度契約の全車種において純保険料の保険料

率の引き下げが見込まれ、しかも新たな賦課金を導入しても全車種において自賠責保険の保

険料は引き下げられる見込みが立った時であった。 

令和 5 年 1 月 20 日開催の自賠責保険審議会において、この賦課金についての国土交通省

からの報告がなされ、この内容を反映した新たな自賠責保険の基準保険料率の改定が行われ、

令和 5 年 4 月からスタートした。 

  

 
105 たとえば、朝日新聞は、「自賠責保険の値上げを検討 政府への「貸し」6000 億円戻らず」という

記事を出した。https://www.asahi.com/articles/ASPD03QTZPDWULFA01Y.html 
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８．被害者保護増進等事業と自賠責運用益拠出事業 

新たな賦課金の導入によって安定的な実施が可能となった、国による被害者保護増進等事

業であるが、これと類似の事業が民間によっても行われている。平成 13 年改正で政府再保険

が廃止され、損害保険会社及び共済組合による自賠責保険の共同プール制が実施されている

が、再保険制度の時代から民間の保険会社の側にも自賠責の運用益が存在していた。その運

用益については、昭和 44 年から運用益の拠出事業が日本損害保険協会によって行われてい

る。また、JA に関しても同様に自賠責共済の運用益拠出事業が行われている。ここではその

概要を見ることとしたい。 

国が行う事業と民間の行う事業がどのように峻別されているかであるが、民間が運用益拠

出事業を行うのは、保険金のみでは救われない自動車事故被害者が存在するなどの課題があ

り、このため自賠責保険・共済運用益拠出事業を実施し、被害者救済・事故防止を図ること

とし、自賠責保険・共済の収支改善に影響しない範囲において、それぞれ第 3 者による委員

会による審議を経て事業を実施している。 

国が行う被害者保護増進等事業と民間が行う運用益拠出事業については、国は被害者の保

護及び自動車事故発生防止を図る事業を行う（自賠法 77 条の 2）。国においては、これを受

けて全国一律で提供されるべき被害者への給付金等、被害者の保護増進及び自動車事故の発

生防止を図るために必要な事業のうち、自賠責保険料の一部を原資に事業を実施する。各事

業については、被害者保護増進等事業に関する検討会で効果検証を実施している。被害者等

支援事業としての重度後遺障害者に対する介護料の支給や、事故防止対策事業の例として、

より高い安全性を有する自動車を点数化して公表する「自動車アセスメント」などがある。

これに対して民間では、自賠責保険・共済を運用する立場から、生じた運用益の一部をもと

に、国会決議等を踏まえ、国の取組を補完・促進するもの、又は呼び水となる先駆的事業や

水準向上に資する事業を実施する。補完・促進するものの例として、国の事業としては実施

されていない事業（交通事故被害者に対する研修会開催費用補助等）などがあり、先駆的な

取組の例として、実績の蓄積により、今後国からの支援につながり得る民間の先駆的な取組

として、グリーフケア等への支援などがある。 

予算規模であるが、国の事業は令和 6 年度の予算ベースで約 196 億円、損害保険協会によ

る事業は約 17 億 5 千万円、JA による事業は約 10 億 6 千万円となっている。 
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９．むすびに 

昭和 30 年に制定された自賠法は、制定以来約 70 年にわたり自動車事故の損害賠償制度の

柱として存在し続け、いささかの揺るぎもない。令和 5 年の改正によって、これまでの①運

行供用者の賠償責任を維持・確保すると同時に、②保障事業によってひき逃げ及び無保険車

による自動車事故の被害者を保護するという、二つの柱に加え、③被害者保護増進等事業を

自賠法の本則の中で行うこととなり、新たな三つ目の柱のもとで、交通事故被害者の保護が

進められる。 

これまでの歴史的経緯を踏まえて簡単に振り返ってみたい。まず政府再保険制度の評価で

ある。平成 13 年の改正によって廃止された政府再保険制度であるが、自賠責保険スタート時

には、累計収支残がマイナスの状態が続き、ようやく昭和 36 年単年度収支がプラスとなり、

昭和 39 年には累計収支残がプラスとなっている。再保険特別会計制度を利用することによ

り、運用益が発生し、昭和 40 年には累積運用益が約 18 億円となっている。その後、保険収

支の変動の大きい中で、この運用益を活用して保険料の大幅な値上げを回避するなど、制度

設計上はおそらくは予想していなかったと思われる効果を生むこととなった。さらに、昭和

44 年の保険審議会答申において、この運用益を交通救急医療体制の整備充実に活用すべきも

のとされたが、その後の自動車事故対策センターによる各種事業や運輸省・国土交通省の実

施する各種の被害者保護支援事業等の原資となった。また、損害保険会社等の運用益も同時

に各種の被害者支援事業等の原資となっている。 

このような運用益活用事業の実施については批判がないわけではない。その理由として挙

げられたのは、果たして自動車保険の保険料の中で行うべき事業であるのかという事であり、

事故の被害者が自賠責保険から保険金を受領しながら、療護センターを利用した治療等を受

け、あるいは介護料の支給を受けることについて疑問が提示された。これらは社会保障の枠

組みの中で考えるべき問題であって、自動車事故の被害者は二重の給付を受けているのでは

ないかと言いう批判がされた106。 

しかし、社会保障が充実して、それによるケアが十分に整っているのであれば、それに加

えて過剰なケアをすることは二重の給付という批判も成り立ちうるのかもしれないが、現状

ではそのような体制が整っているとは言えない。そのような中で、将来加害者とも被害者と

 
106 たとえば、第 94 回国会交通安全対策特別委員会第 9 回（昭和 56 年 5 月 7 日）において行われた、

療護センターの設置を内容とする自動車事故対策センター法の一部を改正する法律案の審議におい

て、このような指摘が沢田広委員よりされ、法案に反対されている。衆議院交通安全対策特別委員

会議事録第第 9 号（第 94 回国会、昭和 56 年 5 月 7 日）7 頁 
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もなりうる者の拠出によって運用される自賠責保険料の賦課金による被害者保護増進等の事

業は、同じリスクを共有する者による共助の仕組みでもある。 

今回の新たな賦課金導入により、今後 20 年間は現状の仕組みで被害者保護等増進等事業

は継続されて行くこととなる。もっとも、両院の附帯決議や今後の自動車事故被害者救済対

策のあり方に関する検討会で再三言及されたように、この被害者保護増進等事業を安定的か

つ継続的に実施していく観点から、事業のより効果的な実施について検討することが不可欠

である。どのような仕組みによって効果検証を実施して行くかについては、民間保険会社や

JA 共済が民間運用益活用事業の「使途選定委員会」のような仕組みで行うことが好ましいと

され、被害者・遺族団体からも参加しての検証を行う事とされている。国土交通省は、「被害

者保護増進等事業に関する検討会」を設置し、定期的に議論を行うこととなった。第 1 回の

検討会は令和 5年 8月に開催され、令和 5年度はワーキンググループ含め計 4回の検討会が、

令和 6 年度はワーキンググループを含め 3 回の検討会が開催されている107。新規事業の採用

と事業継続についてそれぞれ社会復帰促進事業におけるPDCAサイクルをベースとした検証

が行われている108。このシステムと指標の下で、各種の事業は厳密に評価されて行くことと

なる。 

令和 4 年の改正によって被害者保護増進等事業が自賠責保険の柱の一つとして付け加えら

れたことには、極めて大きな意義があると考えられる。これにより、交通事故被害者に対す

るこれまで以上のきめの細かい保護増進が図られることになるからである。比較法的に見て

も、日本の自賠責保険制度に対する評価は高かったが、賠償保険としての存在にとどまらず、

交通事故被害者の総合的な救済の仕組みへと変容した。 

自動車をめぐる技術革新には目覚ましいものがあり、レベル 5 の自動運転車が一般道を走

行する日もそう遠い日ではないと思われる。しかし、自動運転車が普及したとしても、普通

車両と混在して一般道を走行する場合には、ヒューマンエラーを原因とする事故はやはり発

生するであろうし、自動運転車の故障や動作不良などを原因とする事故も容易に想定し得る。

交通事故件数そのものは減少することは確かであろうが、死亡や後遺障害の発生する事故が

根絶できるわけではない。少なくとも今後 20 年間は普通車両との混在はあるであろうし、レ

ベル 4 の実現は近いとしても、レベル 5 の実現は厳しい道のりであるとの指摘もある。その

間、死亡事故や重度後遺障害の被害者は減少するであろうが、ゼロとはならないであろう。 

制定後 70 年となる自賠法であるが、その役割と被害者保護増進等事業の重要性は、当分の

間変わるところはないように思われる。 
 

107 https://www.mlit.go.jp/jidosha/jibaiseki_higaishahogo.html 
108 令和 5 年度第 2 回「被害者保護増進等検討会」資料 3 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001631584.pdf 
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